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～確定申告書 B～�

　この手引きでは、一般的な事項について説明しています。�

　インターネットの国税庁ホームページ【http://www.nta.go.jp】では、確定申告に関する情報やタック
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　タックスアンサーは税金に関する疑問について、コンピュータが電話音声・ファクシミリ・インターネット
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ックスアンサーコード表」は、税務署や市区町村の窓口に用意してあります。�

　申告や納税についてお分かりにならない点がありましたら、最寄りの税務署（所得税担当）や税務相談
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所 得 税 の 仕 組 み

1

　所得税は、個人の所得に対してかかる税金で、その方の１年間のすべての所得から「所得から差し引

かれる金額」を差し引いた残りの「課税される所得金額」に税率を適用して税額を計算します。

　所得が１種類のみで納める税金が発生する場合の計算の流れは、次のようになります。

　「収入金額」には、次のよ

うなものがあります。

○　物品の販売業の場合には、

売上・雑収入など

○　不動産の貸付けの場合に

は、家賃・地代

○　給与所得者の場合には、

給料など

○　生命保険契約等に基づき

支払いを受けた一時金

収
　
入
　
金
　
額 所　得　金　額

収入から差し引かれる金額

所
　
得
　
金
　
額

所得から差し引かれる金額

課税される所得金額

　「収入から差し引かれる金額」には、
次のようなものがあります。
○　必要経費（事業所得などの場合）
○　給与所得控除　など

　「所得から差し引かれる金額」には、
次のようなものがあります。
○　社会保険料控除　○　医療費控除
○　老年者控除　　　○　扶養控除
○　基礎控除　など

課税される所得金額 ×税率・・・「課税される所得金額」に応じた税率を乗じます。

所
　得
　税
　額

税金から差し引かれる金額

　「税金から差し引かれる金額」には、
次のようなものがあります。
○　配当控除
○　住宅借入金（取得）等特別控除
○　定率減税額　　○　源泉徴収税額　など

申　告　納　税　額
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あ ら ま し
所 得 の 種 類

種　　　　類 あ　　　ら　　　ま　　　し 説　明

事
　業

不 動 産

利 子

配 当

給 与

総合課税の譲渡

一 　 　 　 　 時

営 業 等

農　　　業

商・工業や漁業、自由業などの自営業から生ずる所得

農業から生ずる所得

土地や建物などの貸付けから生ずる所得

公社債や預金の利子などによる所得

法人から受ける利益の配当などによる所得

俸給や給料、賃金、賞与、歳費などによる所得

機械やゴルフ会員権などの資産の譲渡から生ずる所得

賞金や懸賞当せん金、生命保険契約等に基づく一時金などの所得

10ページ

11ページ

12ページ

13ページ

14ページ

15ページ

16ページ

雑
公的年金等

そ　の　他

国民年金や厚生年金、公務員の共済年金などの公的年金等の所得

原稿料や講演料など他の所得に当てはまらない所得

所得から差し引かれる金額（所得控除）

種　　　　類 あ　　　ら　　　ま　　　し 説　明

社会保険料控除

小規模企業共済
等 掛 金 控 除

生命保険料控除

損害保険料控除

寡婦、寡夫控除

勤 労 学 生 控 除

雑 損 控 除

医 療 費 控 除

災害や盗難、横領により住宅や家財などに損害を受けた場合

１年間に支払った医療費が、一定額以上ある場合

国民健康保険料や国民年金保険料などの社会保険料の支払いがある場合

小規模企業共済法の共済契約に係る掛金、確定拠出年金法の個人型年金加
入者掛金、心身障害者扶養共済制度に係る掛金の支払いがある場合

生命保険料や個人年金保険料の支払いがある場合

火災保険料や傷害保険料の支払いがある場合

寡婦（寡夫）である場合

勤労学生である場合

19ページ

20ページ

21ページ

22ページ

老 年 者 控 除 65歳以上で、合計所得金額が1,000万円以下の場合

17ページ

18ページ

寄 付 金 控 除 国、地方公共団体などに支出した寄付金や特定の政治献金などがある場合

障 害 者 控 除 あなたや控除対象配偶者、扶養親族が障害者である場合

23ページ
配偶者特別控除 あなたの合計所得金額が1,000万円以下で、配偶者の合計所得金額が一定

額以下である場合

配 偶 者 控 除 控除対象配偶者がいる場合

24ページ
基 礎 控 除 38万円の控除

扶 養 控 除 扶養親族がいる場合

種　　　　類 あ　　　ら　　　ま　　　し 説　明

定 率 減 税 額

配 当 控 除

政 党 等 寄 付 金
特 別 控 除

配当所得がある場合

特定の政治献金のうち政党や政治資金団体に対するものがある場合

定率減税前の所得税額の20％と25万円のいずれか少ない方の金額

26ページ

25ページ

住宅借入金（取得）
等 特 別 控 除 家屋を住宅借入金等で新築、購入又は増改築等をした場合

源 泉 徴 収 税 額 給与や年金などから差し引かれた所得税額がある場合
27ページ

税金から差し引かれる金額（主なもの）



確定申告について

所 得 税 の 確 定 申 告 期 間

　平成13年分の所得税の確定申告期間は、

　　　

　　　　　 　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　です。

平成14年２月16日（土）から

同年３月15日（金）まで

確 定 申 告 書 の 種 類

　この手引きは、申告書Ｂを使って、確定申告する方

のためのものです。

　確定申告書には、ＡとＢがあります。

　まず、右の表で、使用する申告書を確認してくださ

い。

　なお、使用する申告書がＢに該当する方で、右表の

「申告の内容」のうち から に該当する方は、その内

容に応じて分離用（第三表（分離課税用））や損失用

（第四表（損失申告用））を併せて使用します。

　また、Ａを使用する方は、別に専用の手引きがあり

ますので、そちらをご覧ください。

　なお、Ｂと併せて、分離用、損失用を必要とされる

方は、分離用、損失用それぞれにも説明書があります

ので、申告書とともに用意してください。

使 用 す る

申 告 書
申　告　の　内　容

Ａ

申告する所得が給与所得や雑所得、配

当所得、一時所得だけの方で、予定納税

額のない方

Ｂ Ａに該当しない方

Ｂ
　と
　分
　離
　用
　又
　は
　損
　失
　用
　を
　併
　用

　土地建物等の譲渡所得がある方

Ｂ

と

分離用

　申告分離課税の株式等の譲渡所得

　等がある方

　山林所得や退職所得がある方

　平成13年分の所得金額が赤字の方

Ｂ

と

損失用

　雑損控除額を平成13年分の所得金

額から控除すると赤字になる方

　繰越損失額を平成13年分の所得金

額から控除すると赤字になる方

　それぞれの申告書には、控えを用意しています。

　申告書の下書きや翌年以降の参考としてご利用く

ださい。

3

　申告分離課税の商品先物取引の雑

所得等がある方



　平成13年分の各種の所得金額の合計額から基礎控除

その他の所得控除を差し引き、その金額に基づいて計

算した税額から配当控除額と定率減税額を差し引いて

残額のある方は、申告をしなければなりません。

　

　給与所得者の大部分の方は、「年末調整」により所得

税が精算されますので申告をする必要はありません

が、平成13年分の各種の所得金額の合計額から基礎控

除その他の所得控除を差し引き、その金額に基づいて

計算した税額から配当控除額と年末調整の際に控除を

受けた住宅借入金（取得）

等特別控除額、定率減税

額を差し引いて残額のあ

る方で、次のいずれかに

当てはまる方は、申告を

しなければなりません。

（1）　平成13年中の給与の

収入金額が2,000万円を超える方

（2）　給与を１か所から受けていて、給与所得や退職所

得以外の各種の所得金額の合計額が20万円を超える

方

（3）　給与を２か所以上から受けていて、年末調整をさ

れなかった給与の収入金額と給与所得や退職所得以

外の各種の所得金額との合計額が20万円を超える方

　ただし、給与所得の収入金額の合計額から雑損控

除、医療費控除、寄付金控除及び基礎控除を除く所

得控除の合計額を差し引いた残りの金額が150万円

以下で、しかも給与所得及び退職所得以外の各種の

所得金額の合計額が20万円以下の方は、申告の必要

はありません。

（4）　同族会社の役員やその親族などで、その同族会社

から給与のほかに、貸付金の利子、店舗・工場など

の賃貸料、機械・器具の使用料などの支払いを受け

た方

（5）　平成13年中の給与について災害減免法により源泉

徴収税額の徴収猶予や還付を受けた方

（6）　外国の在日公館に勤務する方や家事使用人の方な

どで、給与の支払いを受ける際に所得税を源泉徴収

されないこととなっている方

確 定 申 告 の 必 要 が あ る 方 　平成13年分について、公的年金等に係る雑所得以外

に申告する必要のある所得がない方で、公的年金等に

係る雑所得の金額から基礎控除その他の所得控除を差

し引き、その金額に基づいて計算した税額から定率減

税額を差し引いて残額のある方は、申告をしなければ

なりません。

　

　退職所得については、一般的には申告をする必要は

ありませんが、退職金の支払いを受けるときに、「退職

所得の受給に関する申告書」を提出しなかったため、

20％の税率で源泉徴収がされた方で、その源泉徴収税

額が正規の税額よりも少ない方などは申告をしなけれ

ばなりません。

　なお、　退職所得を申告しなくてよい方でも、　前記

「 」から　「 」　の確定申告をしなければならない方

は、退職所得以外の所得については申告をしなければ

なりません。

１ ３

○　退職所得の計算は次のとおりです。

　　　（収入金額－退職所得控除額）×0.5

○　退職所得控除額の計算は次のとおりです。

　　勤続年数が

　　 　20年までの場合

　　　　‥‥40万円×勤続年数

　　　　　　（80万円より少ないときは80万円）

　　 　20年を超える場合

　　　　‥‥70万円×勤続年数－600万円

　　※　障害者となったことにより退職した場

合には、　 又は で計算した金額に100万

円を加算します。
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ｉ

ｉ

ｉｉ

ｉｉ

１　事業所得や不動産所得などがある方の場合

２　給与所得がある方の場合

３　公的年金等に係る雑所得がある方の場合

４　退職所得がある方の場合



　次のいずれかに当てはまる方で、源泉徴収された税

金や予定納税をした税金が納め過ぎになっている方

は、還付を受けるための申告（還付申告）をすること

ができます。この

１　平成13年分の所得が一定額以下の方で、総合課税

の配当所得や原稿料などがある方

２　給与所得者で、雑損控除や医療費控除、寄付金控

除、住宅借入金（取得）等特別控除、政党等寄付金特

別控除などを受けることができる方

３　公的年金等に係る雑所得以外に申告する必要のあ

る所得のない方で、公的年金等に係る雑所得から徴

収された税金が納め過ぎになっている方

４　平成13年の中途で退職した後就職しなかった方

で、年末調整を受けなかった方

５　退職所得がある方で、その所得を含めて申告する

ことによって源泉徴収された所得税から定率減税を

受けることができる方

６　予定納税をしている方で、確定申告の必要がなく

なった方

※　給与所得者で確定申告をする必要がない方（給与

所得や退職所得以外の各種の所得金額の合計額が20

万円以下の方など）が、還付申告をする場合には、

給与所得や退職所得以外の各種の所得についても申

告しなければなりません。

還付申告は、平成14年２月15日（金）

以前でも税務署で受け付けていますから、なるべく早

めに申告をしてください。

確定申告をすれば税金が戻る方

　確定申告書付表と税額計算書等として、次のものな

どを税務署に用意しています。

確定申告書付表と税額計算書等

確定申告書付表（特定投資株式の譲渡損失繰越用）

家内労働者等の事業所得等の所得計算の特例の適用

を受ける場合の必要経費の額の計算書

給与所得者の特定支出に関する明細書

変動所得・臨時所得の平均課税の計算書

私募証券投資信託等に係る配当控除額の計算書

住宅借入金（取得）等特別控除額の計算明細書

政党等寄付金特別控除額の計算明細書

外国税額控除に関する明細書

所得の内訳書

財産及び債務の明細書

医療費の明細書
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　平成13年分の所得税の確定申告分（第３期分）の

確定申告期限と同様に

　

となります。

　税金の納付方法には、金融機関（銀行等、郵便局）

又は所轄の税務署での窓口納付と、あなたが指定され

た金融機関の預貯金口座から自動的に納税が行われ

る、振替納税があります。

○　 確実に振替

納付できるよう期日の前日までに納税額に見合う預

貯金額をご用意することをお勧めします。

　　あなたの指定された金融機関では、預貯金口座か

ら税金を振替納付したうえ、領収証書をお送りしま

す。

　　なお、振替納税は、申告期限までに申告書を提出

された場合に限り利用できます。

　※　

　　

　　

　　　また、既にご利用になっている金融機関や口座

を変更する場合についても、変更の手続きが必要

になります。

　　　手続きの方法は、税務署（管理担当）におたず

ねください。

○　 納付書に

現金を添えて前記の納期限までに、金融機関又は所

轄の税務署で納付してください。

　　この場合、納付書の「税務署」欄には、申告書を

提出した税務署名を忘れずに書いてください。納付

書は、お近くの金融機関又は税務署に用意していま

す。

　　なお、振替納税は、預貯金残高を確認しておくだ

けで、金融機関や税務署に出向かなくても自動的に

納付ができる大変便利な制度です。

　　振替納税は簡単な手続きでご利用になれますの

で、ご利用の場合は、29ページを読んでください。

○　納税が期限に遅れますと、納期限の翌日から納付

日までの延滞税を併せて納付する必要があります。

　　振替納税についても残高不足等で振替できなかっ

た場合には、納期限の翌日から納付日までの延滞税

がかかりますので、金融機関の窓口等で確定申告分

の納税額とともに納付してください。

納

期限は、

振替納税の手続きをされている方は、

転居等により申告書の提出先税務署が変わった

場合には、振替納税継続の手続きが必要になりま

す。

振替納税の手続きをされていない方は、

税金の納付について（納付の際のご注意）
　平成14年３月15日までに申告された場合の延滞税の

割合は次のとおりです。

平成14年３月16日

～同年５月15日

年「7.3％」と「平成13年11月
30日の公定歩合＋4％」のいず
れか低い割合

平成14年５月16日～ 年「14.6％」

※　平成13年10月１日の公定歩合は0.1％ですので、そ

の後同年11月30日までに変更がない場合には、平成

14年３月16日から同年５月15日までの延滞税の割合

は、4.1％となります（後記「利子税の割合」におい

ても同じ）。

税 金 の 延 納

　第３期分の税額の２分の１以上を

残りの額を同年５月31日まで延納

することができますので、延納を希望される場合は、

申告書第一表の に必要な事項を書いてくだ

さい（28ページ参照）。

○　この

平成14年３月15日

延納の届出

延納期間中は利子税がかかります。

までに納付すれば、

利子税の割合
年「7.3％」と「平成13年11月30日
の公定歩合＋4％」のいずれか低い
割合

申告に誤りがあるときなど

　確定申告をした後で申告額に誤りがあった場合に

は、申告をした税額等が実際より少なかったときは

をしてこれらの金額を正しい額に訂正

し、また多かったときは原則として確定申告の提出期

限から１年以内に をして正しい額に訂

正することを求めることができます。

　もし、誤っている申告額を自発的に訂正されない場

合には、税務署長が申告額を更正して正しい額に訂正

しますし、また、確定申告をされなかった場合には、

税務署長が所得金額や税額を決定します。

　これらの修正申告又は更正若しくは決定が行われた

場合には、加算税が賦課される場合があるほか、先に

説明しました延滞税を併せて納付しなければなりませ

んので、注意してください。

「修正申告」

「更正の請求」

6

平成14年３月15日（金）



申告書Ｂの記載例

7

◎　申告書は複写式になっていますから、取り外さないでボールペンで強く書いてください。なお、
申告書の該当する箇所は必ず書いてください。
　　また、フリガナは、濁点「　」半濁点「　」は一字分とし、姓と名の間は一字空けてください。。

（記載した部分を、便宜上、青色で印刷しています。）

　マス目が設けられている記載欄に数字を記入する際には、次の記載例にならってマス目の中にていねいに

書いてください。

　　　　　縦線１本　　すきまを開ける 　上につきぬける　　角を作る

　　　　　　　　【記載例】　　　 　　 閉じる

　なお、１億円以上の金額がある場合は、次の記載例にならって書いてください。

　　　　　　（金額が１，２３４，５６７，８９０円の場合）

　　　　　　　　【記載例】　　　

　

　
　
　

　 　 　 　　

　
〜
　
ペ
ー
ジ
参
照�

25

27

　
ペ
ー
ジ
参
照�

28

９
ペ
ー
ジ
参
照�

　
〜
　
ペ
ー
ジ
参
照�

10

16

　
〜
　
ペ
ー
ジ
参
照�

17

24

収

入

金

額

等

所

得

金

額

所

得

差

引

金

額

税

金

計

算

他

か

ら

し

か

れ

る

の

そ

の

又 第三表

又 第 三 表 ○

税務署長

年 月 日

種類 青色 分離 損失 修正 特農 番 号

総 合 譲 渡 ・ 一 時

課税 所得金額
（○ ○）

上 ○ 対 税額

住宅借入金（取得）等
特 別 控 除

差 引 所 得 税 額

再 差 引 所 得 税 額

申 告 納 税 額

第 期分
税 額

受

取

場

所

還
付

税
金

郵便局
預金

種類

は

は の

される

の に する

の

さ
れ
る

の

79

26

届

出

延
納
の

平成 年分 所得税 申告書Ｂの の

住 所

氏 名

○

（単位 円）

事

業

営 業 等

農 業

不 動 産

利 子

配 当

給 与

雑
公的年金等

他

短 期

長 期

事

業

営 業 等

農 業

不 動 産

利 子

配 当

給 与

雑

合 計

雑 損 控 除

医 療 費 控 除

社会保険料控除

生命保険料控除

損害保険料控除

寄 付 金 控 除

配 偶 者 控 除

配偶者特別控除

扶 養 控 除

基 礎 控 除

合 計

配 当 控 除

定 率 減 税 額

源 泉 徴 収 税 額

平均課税対象金額

延 納 届 出 額

整
理
欄

又
事業所
事務所

は

居所など（ ）
平成 年

月 日

住 所

郵便官
署消印

１ １

の

〒

受付印

性別

男 女

職業 屋号・雅号

生年

月日 ・ ・

電話

番号

区
分

（○ ○ ○ ○ ○）

区
分

区
分

異
動

番
号

フリガナ

印

特農

表 示

索 引

番 号

納 管

漢 字

事 績

事 業

住 民

資 産

総 合

分 離

検 算

年月日

・ ・

世帯主 氏名 世帯主 続柄

口座番号
記号番号

の との

の

は

そ の

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

キ

ク

ケ

コ

サ

総
合
譲
渡

一 時

○＋（○＋○）×

（○ ○ ○）

（○ ○ ○）

（○ ○）

／

－ －

－ －

－

｛ ｝ケ コ サ
１
２

小規模企業共済等掛金控除

災害減免額、外国税額控除

老年者、寡婦、寡夫控除

勤労学生、障害者控除

政党等寄付金特別控除

配偶者 合計所得金額

未納付 源泉徴収税額

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12

13

14

15

16

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48

49

50

51

52

53

○
～○
○
～○

○
～○

17

18

19

20

33

34

－

３

９ 25

－ － － －27 28 29 30 31

32 33 34

35 36 37

38 39

予 定 納 税 額
（第 期分・第 期分）

雑所得・一時所得
源泉徴収税額 合計額

１ ２

納 税金める

還付 税金される △
の

の

専従者給与（控除）額 合計額

本年分 差 引 繰越損失額

申告期限 納付 金額

申告納税額 増加額

の

で し く

までに する

の

青色申告特別控除額

の
の

変動 臨時所得金額･

この が

である

申告書

修正申告書

場合 第 期分 税額 増加額３ の の

銀 行
金庫・組合
農協・漁協

本店・支店

本所・支所

普通 当座 貯蓄納税準備

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ

年 月 日

第
一
表

〝



給 与 所 得 以 外
住 民 税 徴 収 方 法 選 択

の
の の

住
民
税

事

業

税

非 課 税 所 得
番号

受付印

種目・所得 生 場所又
給与 支払者 氏名・名称

□ 死別 □生死不明

□ 離婚 □未 帰 還

別居 控除対象配偶者・扶養親族

・事業専従者 氏名・住所

配当 関 住民税 特例

非 居 住 者 特 例

事業用資産 譲渡損失

前年中 開（廃）業

氏名

月 日 他都道府県 事務所等

印

な ど

の ずる は
などの の

の

の

に する の

の

の など

の の

給与 差引
（ 特 別 徴 収 ）

から き 自 分 納 付
（普 通 徴 収）

種目・所得
生 場 所

で

の
ず る

所得金額 円

番号
索引

番号

円 円

円

円 円 円

損 害 原 因 損 害 年 月 日 損害 受 資産 種類

円 円 円

円 円

円 円

円 円

寄付先 所在地・名称 円

学校名

配 偶 者 氏 名 生 年 月 日

扶 養 親 族 氏 名 続 柄 生 年 月 日 控 除 額

氏名 給与 円

円

円

○
第
二
表

、

第
一
表

一
緒

提
出

。

○
源
泉
徴
収
票、

生
命
保
険
料

損
害
保
険
料

支
払
証
明
書

申
告
書

添
付

書
類

裏
面

。

は

と

に

し
て
く
だ
さ
い

や

の

な
ど

に

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

は
こ
の

に
は
っ
て
く
だ
さ
い

平成 年分 所得税 確定申告書Ｂの の

第
二
表

住 所

屋 号

氏 名

所得 種類 収 入 金 額 源泉徴収税額

源泉徴収税額 合計額

氏 名

・ ・

氏 名

・ ・

氏 名

・ ・

続柄
従事月数・程度
仕 事 内 容

支払医療費

支 払 保 険 料

合 計

掛金 種類 支 払 掛 金

合 計

寄 付 金

□ 老年者控除

□ 寡婦（寡夫）控除 □ 勤労学生控除

氏 名

・ ・

□

□

配 偶 者 控 除

配偶者特別控除

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

扶養控除額 合計

□ □

税理士法第 条 書面提出有

フリ ガナ

○ 所得 内訳（源泉徴収税額）

○ 事業専従者 関 事項

○

○

○ 所得 差 引 金額 関 事項

○ 住民税・事業税 関 事項

の

に する

から し かれる に する

に する

の

の

の

の

の

の

37

43

10

12 13

14 15

16

23

○

○

○

・ ・

○ ○

○ ○

○

○～

○

○

生年月日

生年月日

生年月日

社会保険 種類

等

掛

金

控

除

小

規

模

企

業

共

済

長期保険料 計

短期保険料 計

明・大

昭

明・大

昭

明・大

昭

明 大

昭

明・大

昭・平

明・大

昭・平

明・大

昭・平

明・大

昭・平

万円

専従者給与（控除）額

損害金額

控

除

寄
付
金

専従者給与（控除）額 合計額の

特例適用条文等

配当所得 雑所得（公的年金等以外）総合課税 譲渡所得 一時所得 関 事項･ ･ ･の に する

所得 種類の 収入金額 必要経費等 差引金額

雑
損
控
除

社

会

保

険

料

控

除

の を けた の など

の

の

の

保険金
補
金 額

上 都道府県
等 住所地 共同
募金会 日赤支部分

などで
てんされる

のうち
や の
､

差引損失額
災害関連

支 出 金 額

の
うち

の

11

20

○

○

控

除

医
療
費

控

除

障
害
者

保険金

補 金額

などで

てんされる

の

の

の

料

控

除

生
命
保
険

料

控

除

損
害
保
険

開始・廃止

一般 保険料 計の の

個人年金保険料 計の

○

○

～17

19

本
人
該
当
事
項 （ ）（ ）

配
偶
者

特
別

控
除

扶
養
控
除

（
）

･

21

23

･

所 得 税 控 除 対 象 配 偶 者
専 従 者

損益通算 特例適用前
不 動 産 所 得

技 術 等 海 外 取 引 係
所 得 特 別 控 除

不動産所得 差 引
青 色 申 告 特 別 控 除 額

で
な ど と し た

の の

に る
の な ど

から し いた

住所

税 理 士
署 名 押 印
電 話 番 号 － －

○（ ）
30 税理士法第 条 書面提出有33 の の２

8

◎　 支払者から受領した や
を申告書に添付して提出しなければなりません。

◎　 総収入金額及び必要経費の内
訳を記載した （青色申告者は ）を申告書と一緒に提出しなければなりませ
ん。
◎　 平成13年12月31日現在の財産の種類や数
量、価額、債務の金額などの明細を記載した を申告書と一緒に提出しなければ
なりません。

「給与所得の源泉徴収票」

事業所得、不動産所得又は山林所得を生ずべき業務を行っている方は、
「収支内訳書」

「財産及び債務の明細書」

的年金等の源泉徴収票」
「公

「青色申告決算書」

給与所得者や公的年金等の雑所得のある方は、

退職所得以外の合計所得金額が2,000万円を超える方は、

【ご注意】

　記入事項を訂正する場合は、

二重線で抹消し、その上の欄な

ど余白に適宜書いてください。

　　【記載例】

９
ペ
ー
ジ
参
照�
　･
　
ペ
ー
ジ
参
照�
11
10

　･

　�
･

　�

ペ
ー
ジ
参
照�

13

10

26

25

�
･

　
〜
　�

ペ
ー
ジ
参
照�

16

12

14

　･

　
〜
　･

　
ペ
ー
ジ
参
照�

12

14

10

16

　
〜
　
ペ
ー
ジ
参
照�

17

24

　
〜
　
ペ
ー
ジ
参
照�

30

31

所

得

不 動 産

利 子

配 当

○

○

○

３

４

５



配 当 等 の

収 入 金 額

（税込み）

申 告 書 の 書 き 方

9

　９ページからは、「申告書の書き方」を申告書の記

載順序に沿って説明しています。

　手引きの説明にしたがって、申告書を作成してく

ださい。

　また、申告書第一表の 、 、

（所得控除）、 、

及び申告書第二表の に関す

る事項の中には、計算欄を設けているものがありま

す。

　そのときは、まず、この手引きで計算してから、

必要事項を申告書へ書いてください。

　計算欄は、次のような構成になっています。

（配当所得を計算するとき、12ページ参照）

収入金額等 所得金額

得から差し引かれる金額 税金の計算

延納の届出 住民税事業税

所

　申告書第一表　「平成 年分の所得税の　申告
書Ｂ」欄及び第二表　「平成 年分の所得税の確定
申告書Ｂ」欄
　　申告書第一表の標題には、　 に　「13」　と書き、
空白に　「確定」　と書いてください。

　　また、申告書第二表の標題には、 に「13」と書
いてください。
　申告書第一表「住所（又は事業所・事務所・居所
など）」欄

　　住所及び住所地の郵便番号を書いてください。
　　ただし、住所以外の事業所や事務所、居所などを
管轄する税務署に申告する方は、（　）内の当てはま
る文字を で囲み、その所在地を上段に、住所を
下段に書いてください。

　　なお、住所以外で申告される方は、上段に書いた
所在地の郵便番号を書いてください。
　申告書第一表「平成　年１月１日の住所」欄

　　転居などによって、 で書いた住所と
「14」と書

き、

　申告書第一表「氏名（フリガナ）」、「電話番号」欄
　　申告する方の氏名、フリガナ、電話番号をそれぞ
れ書いてください。
　申告書第一表「性別」欄

　　性別を○で囲んでください。
　申告書第一表「職業」欄

　　個人事業の方は事業税にも関係しますので、事業
の内容のわかるように具体的に（青果小売業、自動
車板金塗装業など）書いてください。なお、複数の
事業を兼業している方は、すべての事業について書
いてください。
　申告書第一表「世帯主の氏名」、「世帯主との続柄」
欄

　　世帯主の氏名と世帯主と申告する方との続柄を書
いてください。
　申告書第一表「生年月日」欄

　　元号に対応する数字（明治は「１」、大正は「２」、
昭和は「３」、平成は「４」）、年月日（各数字ごと２
桁）の順に書いてください。

　　【例：昭和42年６月17日の場合】
　
　
　
　申告書第一表「種類」欄

　　該当する文字をすべて○で囲んでください。
　　・青色申告者　→　青色
　　・申告書第三表（分離課税用）を使う方　→　分離
　　・申告書第四表（損失申告用）を使う方　→　損失
　申告書第一表「特農の表示」欄

　　平成13年中の農業所得の金額が平成13年分の所得
金額の合計額の70％を超え、しかもその農業所得の
金額のうち９月１日以後に得られる分が70％を超え
る方は、特農の文字を○で囲んでください。
　申告書第二表「住所、屋号、氏名（フリガナ）」欄

　　申告書第二表にも必ず住所、屋号、氏名を書いて
ください。

　　税務署から申告書用紙が送付されている方は住所、
屋号、氏名が印字されていますので、書く必要はあ
りませんが、税務署で記入した住所、屋号、氏名に
誤り等がある場合には訂正してください。

平成14年１
月１日現在の住所が異なっている場合は、
平成14年１月１日現在の住所を必ず書いてくだ

さい。

○　記号欄

　　左の金額欄の数字に係る計算欄

上での記号です。

　　項目欄に、　 　のような算

式があるときに使用します。

Ａ－Ｂ

　　

　　

　　

○　項目欄

　　ここで示して

いる項目の金額

を右の金額欄に

書いてください。

○　金額欄

　　円単位の金額を書きま

す。点線がある欄では上

部には数種ある個別の金

額を、下部にはその合計

額を書いてください。

　　

生年
月日 . .

（合計）

円
Ａ

負債の利子 ※ 円 Ｂ

Ａ－Ｂ
（差引金額）

（赤字のときは０）

円

配当所得
の　金　額

住 所 ・ 氏 名 等

　申告書第一表「　　　　税務署長」欄
　　住所地等を管轄する税務署名を書いてください。
　申告書第一表「　　年　　月　　日」欄

　　申告書の提出年月日を書いてください。



収 入 金 額 等 所 得 金 額
度（白色申告の方のみ）　仕事の内容（白色申告の方の

み）、専従者給与（控除）額を書いてください。

　

［添付書類等］

　総収入金額及び必要経費の内訳を記載した

を一緒に提出しなければなり

ません。

　

［特例適用条文等］

　社会保険診療報酬（措法26）、　転廃業助成金（措法28

の３）などの課税の特例の適用を受ける方は、申告書第

二表の「○　特例適用条文等」にその該当条文を書い

てください。

青色

申告決算書や収支内訳書
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（1）　事業所得（営業等・農業）

　事業所得のうち「営業等所得」とは、卸売業、小

売業、飲食店業、製造業、建設業、金融業、運輸業、

修理業、サービス業など、いわゆる営業から生ずる

所得のほか、医師、弁護士、作家、俳優、職業野球

選手、外交員、大工などの自由職業や漁業などの事

業から生ずる所得のことです。

　事業所得のうち、「農業所得」とは、　農産物の生

産、　果樹などの栽培、　養蚕、　農家が兼営する家畜・

家きんの飼育やわら工品その他これらに類するも

の、酪農品の生産などから生ずる所得のことです。

　なお、 事業所得の

金額、雑所得の金額の計算上、必要経費に算入する

金額について特例が設けられていますので、

（税務署に用意しています。）を参照してくだ

さい。

・　家内労働者や外交員、集金人、電力量計の検針

人、特定の人に対して継続的に人的役務の提供を

業務とする方

・　事業所得の金額及び雑所得の金額の計算上、必

要経費に算入する金額と給与所得の収入金額との

合計額が65万円未満である方

　また、事業所得については、事業税の対象になる

場合がありますので、住民税・事業税に関する事項

（30ページ参照）を確認の上、申告書第二表の該当欄

に書いてください。

次のいずれにも該当する方は、

「家内

労働者等の事業所得等の所得計算の特例を受けられ

る方へ」

［申告書の書き方］

　申告書第一表の 　「事業・営業等」◯ア、　「事

業・農業」◯イ　及び 　「事業・営業等」 、「事

業・農業」 　には、青色申告決算書又は収支内訳書に

記入したそれぞれの金額を転記してください。

　申告書第一表の 　「専従者給与（控除）額の合計

額」 　や　「青色申告特別控除額」 　に、青色申告決算

書又は収支内訳書に記入したそれぞれの金額の合計額

を転記してください。

　また、申告書第二表の「○　所得の内訳（源泉徴収

税額）」に該当事項を書いてください。

　申告書第二表の　「○　事業専従者に関する事項」

に、事業専従者の氏名、生年月日、続柄、従事月数・程

収入金額等

所得金額

その他

収
入
金
額
等

所
得
金
額



　　土地等を取得するために要した負債の利子の額に

ついては、「青色申告決算書（不動産所得用）の書き

方」、「収支内訳書（不動産所得用）の書き方」を読ん

でください。詳しくは、税務署（所得税担当）にお

たずねください。

　

［添付書類等］

　総収入金額及び必要経費の内訳を記載した

を一緒に提出しなければなりませ

ん。

青色申告

決算書や収支内訳書
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（2）　不動産所得

　土地や建物、不動産の上に存する権利、船舶、航

空機などの貸付けから生ずる所得のことです。

　不動産の貸付けに際して受ける権利金や頭金、更

新料、名義書換料も不動産所得になりますが、借地

権などの設定により一時に受ける権利金や頭金など

については譲渡所得や事業所得になるものがありま

す。

　不動産所得については、事業税の対象になる場合

がありますので、住民税・事業税に関する事項（30

ページ参照）を確認の上、申告書第二表の該当欄に

書いてください。

［申告書の書き方］

　申告書第一表の 　「不動産」◯ウ、　

「不動産」 　には、青色申告決算書又は収支内訳書に記

入したそれぞれの金額（※）を書いてください。

　申告書第一表の 　「専従者給与（控除）額の合計

額」 　や　「青色申告特別控除額」 　に、

に記入したそれぞれの金額の合計額

を書いてください。

　また、申告書第二表の「○　所得の内訳（源泉徴収

税額）」に該当事項を書いてください。

　申告書第二表の「○　事業専従者に関する事項」に、

事業専従者の氏名、生年月日、続柄、従事月数・程度

（白色申告の方のみ）　仕事の内容（白色申告の方のみ）、

専従者給与（控除）額を書いてください。

※　不動産所得の金額の計算上生じた赤字の金額があ

る方で、不動産所得の金額の計算上必要経費に算入

した金額のうちに土地等を取得するために要した負

債の利子の額がある場合には、次に掲げる区分に応

じ、不動産所得の金額からそれぞれ次に掲げる金額

を除いて、申告書の の欄に書きます。

　　この場合には、記入する金額の頭部に「◯不」と表

示してください。

　１　その年分の必要経費に算入した土地等を取得す

るために要した負債の利子の額が、不動産所得の

金額の計算上生じた損失の金額を超える場合

　　　その損失の金額

　２　その年分の必要経費に算入した土地等を取得す

るために要した負債の利子の額が、不動産所得の

金額の計算上生じた損失の金額を超えない場合

　　　その損失の金額のうち、その負債の利子の額に

相当する金額

収入金額等 所得金額

その他

青色申告決算

書又は収支内訳書

所得金額

収
入
金
額
等

所
得
金
額
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（3）　利子所得

　公社債や預金の利子、公社債投資信託や貸付信託

の収益の分配金などによる所得をいい、一般的に、

所得税の課税は、利子の支払いの際に支払者が所得

税を徴収する源泉徴収だけで済まされます。

　国外の銀行等に預けた預金の利子などで、源泉徴

収されないものなどは申告する必要があります。

　なお、知人や会社に対する貸付金の利子は、利子

所得ではなく、雑所得や事業所得になります。

［所得金額の計算］

　 に

なります。

利子所得の金額は、収入金額がそのまま所得金額

（4）　配当所得

円
所 得 金 額

収 入 金 額

［申告書の書き方］

　申告書第一表の 　「利子」◯エ、 　「利

子」 　に上記の金額をそれぞれ転記してください。

　申告書第二表の「○　所得の内訳（源泉徴収税額）」

に該当事項を書いてください。

収入金額等 所得金額

　法人から受ける利益の配当、投資信託（公社債投

資信託及び公募公社債等運用投資信託を除きま

す。）の収益の分配などの所得のことです。

　配当所得で源泉分離課税の選択をしたものや、源

泉分離課税とされているものは、所得税の課税は源

泉徴収だけで済まされますので、確定申告は不要で

す。

　１銘柄について１回の配当等の支払いを受ける金

額が５万円（その配当等の計算期間が１年以上のと

きは、10万円）以下のいわゆる少額配当等や特定株

式投資信託の収益の分配で平成13年中に支払いを受

けるべき金額の合計額が10万円以下のものについて、

選択により確定申告をしないで源泉徴収だけで済ま

せた場合には、ここに書かないでください。

［所得金額の計算］

　 計算します。配当所得の金額は、次のとおり

配 当 等 の

収 入 金 額

（税込み） （合計）

円
Ａ

負債の利子 ※
円

Ｂ

Ａ－Ｂ
（差引金額）

（赤字のときは０）

円

配当所得
の　金　額

※　負債の利子は、株式を買ったり出資をしたりする

ために借り入れた負債の利子（有価証券の譲渡によ

る所得で、分離課税の事業・譲渡・雑所得や総合課

税の事業・雑所得に係るものは除きます。）に限られ

ます。

　

［申告書の書き方］

　申告書第一表の 　「配当」◯オ　に の金額、

　「配当」 　に を転記してくだ

さい。

　また、申告書第二表の「○　所得の内訳（源泉徴収

税額）」に該当事項を書いてください。

　申告書第二表の「○　配当所得・雑所得（公的年金

等以外）・総合課税の譲渡所得・一時所得に関する事

項」に該当事項を書いてください。

収入金額等 Ａ

所得金額 配当所得の金額

収
入
金
額
等

所
得
金
額
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（5）　給与所得

　俸給、給料、賃金、賞与、歳費やこれらの性質を

持っている給与に係る所得のことです。

　なお、給与所得者の特定支出控除を受ける方は、

　（税務署に用

意しています。）を参照してください。

「給与所得者の特定支出控除について」

［所得金額の計算］

　 計算します。給与所得の金額は、次のとおり

給 与 等 の

収 入 金 額

［申告書の書き方］

　申告書第一表の 　「給与」◯カ　に の金額、

　「給与」 　に を転記してくだ

さい。

　なお、給与等の収入金額が年末調整を受けたものだ

けである場合には、申告書第一表の 　「給与」

◯カ　に支払者から受領した「給与所得の源泉徴収票」の

「支払金額」を、 　「給与」 　に「給与所得控除後

の金額」を転記してください。

　申告書第二表の　「○　所得の内訳　（源泉徴収税額）」

に該当事項を書いてください。

　

［特例適用条文等］

　 申告書第

二表の「○　特例適用条文等」に「法57の２」と特定

支出の合計額を書いてください。

　

［添付書類等］

　給与等の支払者から受領した

の原本を添付しなければなりません。

　なお、添付に当たっては、申告書第二表の裏面にはっ

てください。

収入金額等 Ａ

所得金額 給与所得の金額

収入金額等

所得金額

給与所得者の特定支出控除を受ける方は、

給与所得の源泉徴収票

（合計）

円
Ａ

Ａ の 金 額 給 与 所 得 の 金 額

～650,999円 0　円

651,000円
～1,618,999円

Ａ－650,000円

　　　　　　円

1,619,000円
～1,619,999円

969,000円

1,620,000円
～1,621,999円

970,000円

1,622,000円
～1,623,999円

972,000円

1,624,000円
～1,627,999円

974,000円

1,628,000円
～1,799,999円

Ｂ×2.4

　　　　　　円

1,800,000円
～3,599,999円

Ｂ×2.8－180,000円

　　　　　　円

3,600,000円
～6,599,999円

Ｂ×3.2－540,000円

　　　　　　円

6,600,000円
～9,999,999円

Ａ×0.9－1,200,000円

　　　　　　円

10,000,000円～

Ａ×0.95－1,700,000円

　　　　　　円

収
入
金
額
等

所
得
金
額

Ａ÷４
千円未満の端数
切捨て　　　　

Ｂ
　　　,000円

（ ）
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（6）　雑所得

　国民年金、厚生年金、公務員の共済年金、恩給な

どの公的年金等や、原稿料、講演料、印税、放送出

演料、貸金の利子、生命保険年金など他の所得に当

てはまらない所得のことです。

　なお、増加恩給（これに併給される普通恩給を含

みます。）や死亡した者の勤務先から受ける遺族年

金、条例による心身障害者扶養共済制度により受け

る給付金は課税されません。

　また、 10ページの

を参照してくださ

い。

家内労働者等に該当する方は、

　　　事業所得　（営業等・農業）

［所得金額の計算］

計算します。

　雑所得の金額は、　「公的年金等の雑所得」　と　「その

他の雑所得」に分けて

公 的 年 金 等 の

雑 所 得 の

収 入 金 額 （合計）

円
Ａ

Ａの金額 公的年金等の雑所得

～700,000円 0　円

700,001円
～1,299,999円

Ａ－700,000円

　　　　　　円

1,300,000円
～4,099,999円

Ａ×0.75－375,000円

　　　　　　円

4,100,000円
～7,699,999円

Ａ×0.85－785,000円

　　　　　　円

7,700,000円～

Ａ×0.95－1,555,000円

　

　　　　　　円

年齢
区分

昭
和
十
二
年
一
月
二
日
以
後
に
生
ま
れ
た
方

Ｂ

～1,400,000円 0　円

1,400,001円
～2,599,999円

Ａ－1,400,000円

　　　　　　円

2,600,000円
～4,599,999円

Ａ×0.75－750,000円

　　　　　　円

4,600,000円
～8,199,999円

Ａ×0.85－1,210,000円

　　　　　　円

8,200,000円～
Ａ×0.95－2,030,000円

　　　　　　円

昭
和
十
二
年
一
月
一
日
以
前
に
生
ま
れ
た
方

Ｂ

その他の雑所得

の　収　入　金　額
（合計）

円
Ｃ

必要経費
円

Ｄ

Ｃ　－　Ｄ

（差引金額） 円
Ｅ

Ｂ　＋　Ｅ
（赤字のときは０）

円

雑所得

の金額

［申告書の書き方］

　申告書第一表の 　「雑・公的年金等」◯キ　に

の金額を転記し、「雑・その他」◯ク　に の金額を転記

してください。

　申告書第一表の 　「雑」 　に を

転記してください。

　また、申告書第二表の　「○　所得の内訳（源泉徴収

税額）」　に該当事項を書いてください。

　その他の雑所得がある場合には、　申告書第二表の

「○　配当所得・雑所得（公的年金等以外）・総合課税

の譲渡所得・一時所得に関する事項」に該当事項を書

いてください。

　

［添付書類等］

　公的年金等の支払者から受領した

の原本を添付しなければなりません。

　なお、添付に当たっては、申告書第二表の裏面にはっ

てください。

収入金額等

Ａ Ｃ

所得金額 雑所得の金額

公的年金等の源泉

徴収票

収
入
金
額
等

所
得
金
額
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（7）　総合課税の譲渡所得

　機械やゴルフ会員権、船舶、特許権、漁業権、自

動車、書画、骨とう、貴金属などの資産の譲渡から

生ずる所得のことです。

　短期の譲渡所得は、譲渡した資産の保有期間が５

年以内のもの、長期の譲渡所得は保有期間が５年を

超えるものです。

　なお、土地や借地権など土地の上に存する権利、

建物、その附属設備、構築物の譲渡所得や、株式等

の譲渡による所得（源泉分離課税を選択したものを

除きます。）は、申告書第三表（分離課税用）に書きま

す（３ページ参照）。

［所得金額の計算］

計算

します。

　短期又は長期の譲渡所得の金額は、次のとおり

短期譲渡の収入金額
（譲渡価額） 円

Ａ

短期譲渡資産の取得
費など　　　　※１ 円

Ｂ

　　　Ａ　－　Ｂ　※２
（差引金額） 円

Ｃ

特別控除額　　※３
円

Ｄ

Ｃ　－　Ｄ
円

短期譲渡
所　得　の
金　　額

長期譲渡の収入金額
（譲渡価額） 円

Ｅ

長期譲渡資産の取得
費など ※１ 円

Ｆ

Ｅ　－　Ｆ
（差引金額） 円

Ｇ

特別控除額　　※４
（500,000円－Ｄ） 円

Ｈ

Ｇ　－　Ｈ
円

長期譲渡
所　得　の
金　　額

※２

※１　譲渡資産の取得費（既に必要経費などに算入し

た金額を除きます。）から償却費相当額を差し引い

た金額及び資産の譲渡に際して直接要した費用な

どの合計額をいいます。詳しくは、税務署（所得

税担当）におたずねください。

※２　この金額が赤字のとき、又は、事業所得、不動

産所得のいずれかに赤字があるときは、計算が複

雑ですからこの計算欄は使用しないで、税務署（所

得税担当）におたずねください。

※３　 の金額を限度とし、最高で50万円です。ただ

し の金額が赤字の場合には、０円になります。

※４　 の金額を限度とします。ただし の金額が赤

字の場合には、０円になります。

　

［申告書の書き方］

　総合課税の譲渡所得は、これまで説明した所得金額

と申告書の書き方が異なります。

　申告書第一表の 　「総合譲渡・短期」◯ケ、

「総合譲渡・長期」◯コ　には、それぞれの所得の収入金額

は書かないで　「総合譲渡・短期」◯ケ　には、

を、「総合譲渡・長期」◯コ　には、

を転記してください。

　申告書第一表の 　「総合譲渡・一時　◯ケ＋｛（◯コ

＋◯サ）× ｝」 　は、一時所得の金額がある場合とない

場合とでは、書き方が異なります。

Ｃ

Ｃ

Ｇ Ｇ

収入金額等

短期譲渡所

得の金額 長期譲渡所

得の金額

所得金額
1 2

一時所得がある場合

　次の　 　に進んでください。（8）　一時所得

一時所得がない場合

短期譲渡所得の金額
円

Ｉ

長期譲渡所得の金額
円

Ｊ

Ｊ　×　0.5
円

Ｋ

Ｉ　＋　Ｋ
円
申告書第
一表⑧へ

　次のとおり計算し、　申告書第一表の 　「総合

譲渡・一時　◯ケ＋｛（◯コ＋◯サ）× ｝」 　に転記してくださ

い。

所得金額
1 2

　なお、総合課税の譲渡所得がある場合は、申告書第

二表の「○　配当所得・雑所得（公的年金等以外）・総

合課税の譲渡所得・一時所得に関する事項」に該当事

項を書いてください。

収
入
金
額
等

所
得
金
額



短期譲渡所得の金額
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（8）　一時所得

　生命保険契約等に基づく一時金、損害保険契約等

に基づく満期返戻金、賞金や懸賞当せん金、競馬・

競輪の払戻金、遺失物拾得の報労金などの所得のこ

とです。

［所得金額の計算］

計算します。　一時所得の金額は、次のとおり

収入を得るため
に支出した金額 円

Ｂ

　Ａ－Ｂ　
（差引金額） 円

Ｃ

特別控除額　※2
円

Ｄ

Ｃ　－　Ｄ
円
一時所得
の　金　額

一 時 所 得 の

収 入 金 額
（合計） 円 Ａ

※1 （赤字のときは０）

※１　事業所得、不動産所得、総合課税の譲渡所得の

いずれかに赤字があるときは、計算が複雑ですか

らこの計算欄は使用しないで税務署（所得税担当）

におたずねください。

※２　特別控除額は50万円ですが、 の金額が50万円

未満の場合には、 の金額を限度とします。

　

［申告書の書き方］

　一時所得は、申告書の書き方が総合課税の譲渡所得

と同様となります。

　申告書第一表の 　「一時」◯サ　に

を転記してください。

　申告書第一表の 　「総合譲渡・一時　◯ケ＋｛（◯コ

＋◯サ）× ｝」 　に次の表で計算した金額を転記してく

ださい。

Ｃ

Ｃ

収入金額等 一時所得の

金額

所得金額
1 2

円
Ｅ

（一時所得の金額＋長
期譲渡所得の金額）×0.5 円

Ｆ

Ｅ　＋　Ｆ
円
申告書第
一表⑧へ

　また、申告書第二表の「○　所得の内訳（源泉徴収

税額）」に該当事項を書いてください。

　申告書第二表の「○　配当所得・雑所得（公的年金

等以外）・総合課税の譲渡所得・一時所得に関する事

項」に該当事項を書いてください。

（9）　所得金額の合計

［申告書の書き方］

　申告書第一表の 　「合計」 　にこれまで申告

書第一表の の から に記載した金額の合計

額（※）を書いてください。

　この金額を総所得金額といいます。

※　申告書第一表の 　「本年分で差し引く繰越損

失額」 　（28ページ参照）の記載がある方は、申告書

第一表の の から の合計額より申告書第

一表の 　「本年分で差し引く繰越損失額」 　を

差し引いた金額を書いてください。

　また、退職所得以外の合計所得金額（21ページ参照）

が2,000万円を超える方は、平成13年12月31日現在の財

産の種類や数量、価額、債務の金額などの明細を記載

した を申告書と一緒に提出

しなければなりません。

所得金額

所得金額

その他

所得金額

その他

　「財産及び債務の明細書」　

　所得金額の合計を行う場合に、事業所得（営業等・

農業）や不動産所得、山林所得、譲渡所得の金額に赤

字があるときは、その赤字をその他の各種所得金額

の黒字から控除します。

　これを損益通算といいます。

　損益通算をする場合には、次の点に注意してくだ

さい。

１　総合譲渡所得や一時所得のない場合で、申告書

第一表の 　「事業・営業等」 　から「不動

産」 　のいずれかの所得金額に赤字がある場

は、そのまま各種所得を合計して計算します。

２　１以外の場合には計算が複雑ですから、税務署

（所得税担当）におたずねください。

所得金額

損益通算

収
入
金
額
等

所
得
金
額

　

合に



所得から差し引かれる金額（所得控除）
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（1）　雑損控除

　あなたや、平成13年分の合計所得金額（21ページ

参照）が38万円以下の配偶者その他の親族で生計を

一にする（24ページ参照）人が、災害や盗難、横領

によって住宅や家財などに損害を受けた場合や、あ

なたが災害等に関連してやむを得ない支出をした場

合に控除されます。

　ただし、書画、骨とう、貴金属、別荘などの生活

に通常必要でない資産の損失については、雑損控除

は受けられませんが、平成13年分や平成14年分の譲

渡所得から差し引くことができます。

　平成13年分の合計所得金額が1,000万円以下の方

が災害によって住宅や家財の価額の２分の１以上に

損害を受けた場合は、災害減免法による税金の減免

（26ページ参照）とこの雑損控除とのどちらか有利な

方を選ぶことができます。

［控除額の計算］

　 計算します。控除額は、次のとおり

保険金などで補
てんされる金額 円

Ｂ

Ａ　－　Ｂ
（差引損失額） 円

Ｃ

申告書第一表の
⑨＋退職所得金
額＋山林所得金
額 ※１ 円

Ｄ

損 害 金 額

（合計）

円
Ａ

Ｄ　×　0.1
円

Ｅ

Ｃ　－　Ｅ
円

Ｆ

Ｃのうち災害関
連支出の金額※2 円

Ｇ

所
得
か
ら
　
　
　
　
　

　
差
し
引
か
れ
る
金
額

Ｇ－50,000円
円

Ｈ

ＦとＨのいずれ
か多い方の金額 円

雑　　損

控　除　額

※１　 の金額の計算で、ほかに申告分離課税の所得

がある場合には、それらの所得金額（特別控除前）

の合計額を加算します。

※２　 損失の金額のうち災

害に関連して住宅家財等の取壊し又は除去などの

ために支出した金額です。

　

［申告書の書き方］

　申告書第一表の 　「雑損控

除」 　に を転記してください。

　申告書第二表の　「 雑損控除」　に損害の原因、損害

年月日、損害を受けた資産の種類などを書いて、損害

金額 、保険金などで補てんされる金額 、差引損失

額のうち災害関連支出の金額 を転記してください。

　

［添付書類等］

　この控除を受ける場合には、

を添付する

か提示しなければなりません。

Ｄ

災害関連支出の金額とは、

所得から差し引かれる金額

雑損控除額

Ａ Ｂ

Ｇ

災害等に関連してやむ

を得ない支出をした金額についての領収書



（2）　医療費控除

　あなたや生計を一にする（24ページ参照）配偶者

その他の親族のために平成13年中に支払った医療費

が一定の金額以上ある場合に控除されます。

　　　○　指定介護老人福祉施設サービスの対価（介
護費及び食費）として支払った額の２分の１
相当額

　　　○　一定の居宅サービスの自己負担額
　 　次のような費用で診療や治療などを受けるため
に直接必要なもの

　　 　通院費用、入院の部屋代や食事代の費用、医
療用器具の購入代や賃借料の費用で、通常必要
なもの

　　 　義手、義足、松葉づえ、義歯などの購入の費
用

　　 　身体障害者福祉法、知的障害者福祉法などの
規定により都道府県や市町村に納付する費用の
うち、医師などの診療費用や 、 の費用に当
たるもの

■ご注意１
　　６か月以上寝たきりの人のおむつ代で、その人の
治療をしている医師が発行した
と のあるものも、医療費控除

の対象となる医療費に含まれます。
　　なお、この「おむつ使用証明書」とおむつ代の領
収書は確定申告書に添付するか、確定申告書の提出
の際に提示する必要があります。

■ご注意２
　　次のような費用は、医療費控除の対象となる医療
費になりません。

　 　容姿を美化し、容ぼうを変えるなどの目的で支
払った整形手術の費用

　 　健康増進や疾病予防などのための医薬品の購入
費

　 　人間ドックなどの健康診断のための費用（ただ
し、健康診断の結果、重大な疾病が発見され、引
き続き治療を受けるときのこの費用は医療費に含
まれます。）

　 　親族に支払う療養上の世話の費用
　 　治療を受けるために直接必要としない近視、遠
視のための眼鏡や補聴器等の購入費

■ご注意３
　　医療費は、平成13年中に支払ったものに限って控
除の対象となります。未払いとなっている医療費
は、実際に支払った年の医療費控除の対象になりま
す。

※２　 次の か
ら に当たるものをいいます。

　 　社会保険や共済に関する法律やその他の法令の
規定に基づき医療費の支払いの事由を給付原因と
して支給を受ける給付金

　　　例えば、健康保険法の規定により支給を受ける
療養費や出産育児一時金、配偶者出産育児一時
金、家族療養費、高額医療費など

　 　損害保険契約や生命保険契約に基づき医療費の
補てんを目的として支払いを受ける傷害費用保険
金や医療保険金、入院給付金など

　 　医療費の補てんを目的として支払いを受ける損
害賠償金

　 　任意の互助組織から医療費の補てんを目的とし
て支払いを受ける給付金

■ご注意
　　保険金などで補てんされる金額が確定申告書を提
出するときまでに確定していない場合には、その補
てんされる金額の見込額を支払った医療費から差し
引きます。

「おむつ使用証明
書」 おむつ代の領収書

保険金などで補てんされる金額とは、

18

所
得
か
ら
　
　
　
　
　

　
差
し
引
か
れ
る
金
額

［控除額の計算］

　 計算します。控除額は、次のとおり

保険金などで補
てんされる金額
　　　　　※２ 円

Ｂ

Ａ　－　Ｂ 円 Ｃ

申告書第一表の
⑨＋退職所得金
額＋山林所得金
額　　　　※３ 円

Ｄ

　
支払った医療費
　　　　　※１

（合計） 円 Ａ

Ｄ×0.05 円 Ｅ

100 ,000円とＥ
のいずれか少な
い方の金額　　 円

Ｆ

Ｃ　－　Ｆ
（最高200万円）

円

医　療　費

控　除　額

※１　 次の や
に当たるものをいいます。

　 　次のものの対価のうち、その病状などに応じて
一般的に支出される水準を著しく超えない部分の
金額

　　 　医師、歯科医師による診療や治療
　　 　治療、療養のための医薬品の購入
　　 　病院や診療所、介護老人保健施設、指定介護

老人福祉施設、助産所に収容されるための人的
役務の提供

　　 　治療のためのあんま・マッサージ・指圧師、
はり師、きゅう師、柔道整復師などによる施術

　　 　保健婦や看護婦、准看護婦、特に依頼した人
による療養（在宅療養を含みます。）上の世話

　　 　助産婦による分べんの介助
　　 　介護保険制度の下で提供される一定のサービ

スの対価のうち、医療費控除の対象となるのは
次のとおりです。

医療費控除の対象となる医療費とは、



　あなたが小規模企業共済法の規定による共済契約
（旧第２種共済契約を除きます。）掛金、確定拠出年
金法の個人型年金加入者掛金、条例の規定により地
方公共団体が実施する心身障害者扶養共済制度に係
る契約で一定の要件を備えたものの掛金を支払った
場合に控除されます。

［申告書の書き方］
　申告書第二表の　「 小規模企業共済等掛金控除」　に
掛金の種類、支払掛金の金額及び合計額を書いてくだ
さい。
　申告書第一表の 　「小規模
企業共済等掛金控除」 　に支払掛金の合計額を転記し
てください。
　
［添付書類等］
　この控除を受ける場合には、
を添付するか提示しなければなりません。

　しかし、給与所得者が、
については、添付又は提示の

必要はありません。

所得から差し引かれる金額

支払った掛金額の証明

既に年末調整の際に給与所
得から控除を受けた場合

書
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　　　後日補てんされる金額を受け取ったときに、そ
の額が見込額と異なる場合には、修正申告（見込
額より受領額の方が多い場合）又は更正の請求（見
込額より受領額の方が少ない場合）の手続きによ
り訂正することとなります。

※３　 の金額の計算で、ほかに申告分離課税の所得
がある場合には、それらの所得金額（特別控除前）
の合計額を加算します。

Ｄ

一 般 の 保 険 料

（合計）

円
Ａ

Ａ

所
得
か
ら
　
　
　
　
　

　
差
し
引
か
れ
る
金
額

［申告書の書き方］
　申告書第一表の 　「医療費
控除」 　に を転記してください。
　申告書第二表の　「 医療費控除」　に支払った医療費
の合計額 、保険金などで補てんされる金額 を転記
してください。
　
［添付書類等］
　この控除を受ける場合には、
（※）を添付するか提示しなければなりません。なお、
医療費の支払先が多い場合や支払った医療費の額が高
額な場合には、 も添付するか提示して
ください。
※　健康保険組合等が発行する「医療費のお知らせ」
は、　「領収書等」　には当たりませんので注意してく
ださい。

所得から差し引かれる金額
医療費控除額

Ａ Ｂ

医師などの領収書等

医療費の明細書

（3）　社　会　保　険　料　控　除

　あなたや生計を一にする（24ページ参照）配偶者
その他の親族が負担することになっている健康保険
料、国民健康保険料、国民年金保険料、介護保険法
の規定による介護保険の保険料、国民年金基金の掛
金などの社会保険料で、あなたが支払ったり、給与
から差し引かれたりした保険料がある場合に控除さ
れます。

［申告書の書き方］
　申告書第二表の　「 社会保険料控除」　に社会保険の
種類、支払保険料の金額及び合計額を書いてください。
　申告書第一表の 　「社会保
険料控除」 　に支払保険料の合計額を転記してくださ
い。

所得から差し引かれる金額

（4）　小規模企業共済等掛金控除

（5）　生命保険料控除

　生命保険や生命共済などについて、あなたが支払
った保険料（いわゆる契約者配当金を除きます。）が
ある場合に、一般の保険料と個人年金保険料の別
に、その合計額に応じた金額が控除されます。

［控除額の計算］

　 計算します。控除額は、次のとおり

個人年金保険料

（合計）

円
Ｂ

一
　
般
　
の
　
保
　
険
　
料

控　　　除　　　額

～25,000円
Ａの金額

　　　　　円

25,001円

～50,000円

Ａ×0.5＋12,500円

　　　　　円

50,001円～

Ａ×0.25＋25,000円

　　　　　円

（最高５万円）

Ｃ
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所
得
か
ら
　
　
　
　
　

　
差
し
引
か
れ
る
金
額

Ｂ
個
　
人
　
年
　
金
　
保
　
険
　
料

控　　　除　　　額

～25,000円
Ｂの金額

　　　　　円

25,001円

～50,000円

Ｂ×0.5＋12,500円

　　　　　円

50,001円～

Ｂ×0.25＋25,000円

　　　　　円

（最高５万円）

Ｄ

Ｃ＋Ｄ
（最高10万円）

円

生命保険

料控除額

［申告書の書き方］
　申告書第一表の 　「生命保
険料控除」 　に を転記してくださ
い。
　申告書第二表の　「 生命保険料控除」　に一般の保険
料の合計額 、個人年金保険料の合計額 の金額を転
記してください。
　
［添付書類等］
　この控除を受ける場合には、一般の保険料は１契約
９千円を超えるものについて、個人年金保険料はすべ
てについて、 を添付するか提示し
なければなりません。
　しかし、給与所得者が、

については、添付又は提示の必
要はありません。

所得から差し引かれる金額

支払額などの証明書

既に年末調整の際に給与所得

生命保険料控除額

から控除を受けた場合

Ａ Ｂ

（6）　損害保険料控除

　火災保険や傷害保険などの損害保険契約等につい
て、あなたが支払った保険料（いわゆる契約者配当
金を除きます。）がある場合に、長期保険料と短期保
険料の別に、その合計額に応じた金額が控除されま
す。
　 保険期間や共済期間が

などに係る損害保険料や掛金をいいます。
　 長期保険料以外のものをいいま
す。

長期保険料とは、 10年以上

短期保険料とは、

の契約で満期返戻金などを支払う旨の特約があるも
の

長 期 保 険 料

（合計）
円

Ａ

Ａ

短 期 保 険 料

（合計）
円

Ｂ

長
　
期
　
保
　
険
　
料

控　　　除　　　額

～10,000円
Ａの金額

　　　　　円

10,001円～

Ａ×0.5＋5,000円

　　　　　円

（最高１万５千円）

Ｃ

Ｂ
短
　
期
　
保
　
険
　
料

控　　　除　　　額

～2 ,000円
Ｂの金額

　　　　　円

2 ,001円～

Ｂ×0.5＋1,000円

　　　　　円

（最高３千円）

Ｄ

Ｃ＋Ｄ
（最高１万５千円）

円

損害保険

料控除額

［申告書の書き方］
　申告書第一表の 　「損害保
険料控除」 　に、 を転記してくださ
い。
　申告書第二表の　「 損害保険料控除」　に長期保険料
の合計額 、短期保険料の合計額 の金額を転記して
ください。
　
［添付書類等］
　この控除を受ける場合には、 を
添付するか提示しなければなりません。
　しかし、給与所得者が、

については、添付又は提示の
必要はありません。

所得から差し引かれる金額
損害保険料控除額

支払額などの証明書

既に年末調整の際に給与所
得から控除を受けた場合

Ａ Ｂ

［控除額の計算］

　 計算します。控除額は、次のとおり



［申告書の書き方］

　申告書第一表の 　「寄付金

控除」 　に を転記してください。

　申告書第二表の　「 寄付金控除」　に寄付先の所在

地・名称を書いて、寄付金の合計額 、寄付金のうち

都道府県等への寄付金 を転記してください。

　

［添付書類等］

　この控除を受ける場合には、

などの交付を受けて添付するか提示し

なければなりません。

※１　特定の公益法人や学校法人などに対する寄付や

一定の特定公益法人の信託財産とするための支出

については、

も添付するか提示

しなければなりません。

※２　政治献金については

を添付し

なければなりません。

所得から差し引かれる金額

寄付金控除額

Ａ

Ｂ

寄付した団体などから

寄付金の受領証

その法人又は信託が適格であること

などの証明書又は認定証の写し

選挙管理委員会等の確認印

ある「寄付金（税額）控除のための書類」
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（7）　寄付金控除

　国や地方公共団体、社会福祉法人、認定ＮＰＯ法

人（※１）など特定の団体に支出した寄付金や特定

の政治献金、一定の特定公益信託の信託財産とする

ために支出した金銭がある場合に控除されます。

　特定の政治献金のうち政党や政治資金団体に対す

るものについては、政党等寄付金特別控除（26ペー

ジ参照）とこの寄付金控除のどちらか有利な方を選

ぶことができます。

［控除額の計算］

　 計算します。控除額は、次のとおり

寄付金のうち都
道府県等への寄
付金　　　※２ 円

Ｂ

申告書第一表の
⑨＋退職所得金
額＋山林所得金
額　　　　※３ 円

Ｃ

Ｃ×0.25
円

Ｄ

寄　付　金

（合計）
円 Ａ

ＡとＤのいずれ
か少ない方の金
額　　　　　　 円

Ｅ

Ｅ－10,000円
円

寄　付　金

控　除　額

※１　認定ＮＰＯ法人に支出した寄付金については、
平成13年10月１日以後に国税庁長官に認定を受け
た法人に対し、認定の有効期間内に支出した寄付
について対象となります。

※２　寄付金のうち、
の額と

の額の合計額を書きま
す。

※３　 の金額の計算で、ほかに申告分離課税の所得
がある場合には、それらの所得金額（特別控除前）
の合計額を加算します。

　都道府県・市区町村に対する
寄付金 　あなたの平成14年１月１日現在に
おける住所地の都道府県共同募金会や日本赤十字
社の支部に対する寄付金

Ｃ

（8）　老年者控除

　あなたが昭和12年１月１日以前に生まれた方（年

齢が65歳以上の方）で、合計所得金額（※）が1,000

万円以下である場合に控除されます。

※　 申告書第一表の 　「合

計」 　に退職所得金額、山林所得金額を加算した金

額（申告分離課税の所得がある場合には、それらの

所得金額（特別控除前）の合計額を加算した金額）で

す。

　　ただし、純損失や雑損失の繰越控除、特定の居住

用財産の買換え等の場合の譲渡損失の繰越控除又は

特定中小会社が発行した株式に係る譲渡損失の繰越

控除の適用を受けている場合には、その適用前の金

額をいいます。

　

［控除額］

　 です。

　

［申告書の書き方］

　申告書第一表の 　「老年者、

寡婦、寡夫控除」 ～ 　に控除額を書いてください。

　申告書第二表の　「 ～ 本人該当事項」　の老年者控

除の□に してください。

合計所得金額とは、 所得金額

50万円

所得から差し引かれる金額
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（9）　寡婦、寡夫控除

　あなたが寡婦か寡夫である場合（老年者控除を受

けることのできる方は、この控除を受けることはで

き

　 夫と死別・離婚した後再婚していな

い方や夫が生死不明などの方で、扶養親族や平成13

年分の総所得金額等（※）が38万円以下の生計を一

にする（24ページ参照）子（他の納税者の控除対象

配偶者や扶養親族とされている人を除きます。）のあ

る方、又は 夫と死別した後再婚していない方や夫

が生死不明などの方で、平成13年分の合計所得金額

（21ページ参照）が500万円以下の方のことです。

　 平成13年分の合計所得金額が500万円

以下の方のうち、妻と死別・離婚した後再婚してい

ない方や妻が生死不明などの方で、平成13年分の総

所得金額等が38万円以下の生計を一にする子（他の

納税者の控除対象配偶者や扶養親族とされている人

を除きます。）のある方のことです。

寡婦とは、

寡夫とは、

［控除額］

　 です。

　ただし、前記 に当てはまる寡婦のうち、夫と死別、

離婚した後再婚していない方や夫が生死不明などの方

で、扶養親族である子があり、かつ、平成13年分の合

計所得金額が500万円以下の方の控除額は です。

　

［申告書の書き方］

　申告書第一表の 　「老年者、

寡婦、寡夫控除」 ～ 　に控除額を書いてください。

　申告書第二表の　「 ～ 本人該当事項」　の寡婦（寡

夫）控除及び死別、離婚、生死不明、未帰還のうち該当

する□に してください。

27万円

所得から差し引かれる金額

35万円

［申告書の書き方］

　申告書第一表の 　「勤労学

生、障害者控除」 ～ 　に控除額を書いてください（障

害者控除の金額もある場合には、合計額を書いてくだ

さい。）。

　申告書第二表の　「 ～ 本人該当事項」　の勤労学生

控除の□に し、学校名を書いてください。

　

［添付書類等］

　あなたが各種学校や専修学校の生徒、職業訓練法人

の認定職業訓練を受けている方である場合には、

の交付を受けて添付する

か提示しなければなりません。

　しかし、給与所得者が、

については、添付又は提示の

必要はありません。

所得から差し引かれる金額

その

学校や法人から必要な証明書

既に年末調整の際に給与所

得から控除を受けた場合

（11）　障害者控除

　あなたや配偶者その他の親族（配偶者控除や扶養

控除を受ける人に限ります。）が、障害者や特別障害

者である場合に、所定の金額が控除されます。

　 身体障害者手帳や戦傷病者手帳、精

神障害者保健福祉手帳をもらっている方など精神や

身体に障害のある方のことです。

　 身体障害者手帳に身体上の障害

の程度が一級又は二級と記載されている方など、障

害者のうち特に重度の障害のある方のことです。

障害者とは、

特別障害者とは、

第一表の 　「合計」

　 　

［控除額］

　 　（

）です。

控除額は、障害者１人について27万円 特別障害者

については、40万円

※　 申告　

　 　に退職所得金額、山林所得金額を加算した金額

（申告分離課税の所得がある場合には、それらの所得

金額（特別控除前）の合計額を加算した金額）です。

　　ただし、純損失や雑損失の繰越控除、特定の居住

用財産の買換え等の場合の譲渡損失の繰越控除又は

特定中小会社が発行した株式に係る譲渡損失の繰越

控除の適用を受けている場合には、その適用後の金

額をいいます。

総所得金額等とは、 所得金額

（10）　勤労学生控除

　あなたが勤労学生である場合に控除されます。

　なお、平成13年分の合計所得金額（21ページ参照）

が65万円より多い方や自分の勤労によらない所得が

10万円より多い方は、この控除を受けることはでき

ません。

［控除額］

　 です。27万円

ません。）に所定の金額が控除されます。

（16）　所得から差し引かれる金額の合計

書 　「合計」

　 　

第一表の 　
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（12）　配偶者控除

　あなたに控除対象配偶者がある場合に、一定の金

額が控除されます。

　 （青色事業専従者として給与の支

払いを受ける人及び白色事業専従者を除きます。）

あなたと生計を一にする（24ページ参照）配偶者

で、平成13年分の合計所得金額（21ページ参照）が

38万円以下である人のことです。

控除対象配偶者

は、

と

［控除額］

　 です。控除額は、次の表のとおり

一 般 の 控 除
対 象 配 偶 者

老 人 控 除
対 象 配 偶 者

同居特別障
害者　※２

左記以外
の 人

73万円 38万円

83万円 48万円

※１　 控除対象配偶者のう

ち、昭和７年１月１日以前に生まれた人（年齢が

70歳以上の人）のことです。

※２　 特別障害者である控除対

象配偶者で、あなたや生計を一にする親族のどな

たかとの同居を常としている人のことです。

　

［申告書の書き方］

　申告書第一表の 　「配偶者

控除」 　に控除額を書いてください。

　申告書第二表の　「 ～ 配偶者（特別）控除・扶養控

除」　に配偶者の氏名、生年月日を書いて、配偶者控除

の□に してください。

老人控除対象配偶者とは、

同居特別障害者とは、

所得から差し引かれる金額

（13）　配偶者特別控除

　あなたの合計所得金額（21ページ参照）が 1,000万

円以下で、生計を一にする（24ページ参照）配偶者

（青色事業専従者として給与の支払いを受ける人及

び白色事業専従者を除きます。）の合計所得金額が76

万円未満の場合には、その配偶者の合計所得金額に

応じて所定の金額が控除されます。

※　配偶者の合計所得金額は、パート収入（一般的に

は、給与所得となります。）のみある配偶者の場合に

は、その （13ペ

ージ参照）になりますから、注意してください。

収入金額から計算した給与所得の金額

［控除額］

　 です。控除額は、次の表のとおり

配偶者の合計所得金額 控　除　額

　　～49,999円 ３８万円

　50,000円～　99,999円 ３３万円

100,000円～149,999円 ２８万円

150,000円～199,999円 ２３万円

200,000円～249,999円 １８万円

250,000円～299,999円 １３万円

300,000円～349,999円 ８万円

350,000円～379,999円 ３万円

380,000円 ０　円

控除対象配偶者に当たらない場合

配偶者の合計所得金額 控　除　額

380,001円～399,999円 ３８万円

400,000円～449,999円 ３６万円

450,000円～499,999円 ３１万円

500,000円～549,999円 ２６万円

550,000円～599,999円 ２１万円

600,000円～649,999円 １６万円

650,000円～699,999円 １１万円

700,000円～749,999円 ６万円

750,000円～759,999円 ３万円

　　760,000円～ ０　円

［申告書の書き方］

　申告書第一表の 　「配偶者

特別控除」 　に控除額を書き、　 　「配偶者の合計

所得金額」 　に配偶者の合計所得金額を書いてくださ

い。

　申告書第二表　「 ～ 配偶者（特別）控除・扶養控

除」　に配偶者の氏名、生年月日を書き、配偶者特別控

除の□に してください。

所得から差し引かれる金額

その他

控除対象配偶者に当たる場合

［申告書の書き方］

　申告書第一表の 　「勤労学

生、障害者控除」 ～ 　に控除額を書いてください（勤

労学生控除の金額もある場合には、合計額を書いてく

ださい。）。

　申告書第二表の　「 障害者控除」　に障害者の氏名を

書き、また、特別障害者である場合にはその方の氏名

を　　で囲んでください。

所得から差し引かれる金額

※１
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（14）　扶養控除

　あなたに、扶養親族がある場合には、所定の金額

が控除されます。

　 　（青色事業専従者として給与の支払いを

受ける人及び白色事業専従者を除きます。）　

あなたと生計を一にする（※１）親族、都道府県知

事から養育を委託された児童（いわゆる里子）、市町

村長から養護を委託された老人のうち、平成13年分

の合計所得金額（21ページ参照）が38万円以下であ

る人のことです。

扶養親族

とは、

［控除額］

　 です。控除額は、次の表のとおり

老 人 扶 養 親 族
（同居老親等）

老 人 扶 養 親 族
（同居老親等以外の人）

同居特別障
害者　※５

左記以外
の 人

93万円 58万円

83万円 48万円

※１　 日常生活の資を共にする

ことをいいますが、公務員、会社員などが勤務の

都合上、妻子と別居し、又はその親族が修学、療

養などのために別居している場合でも、常に生活

費、学資金又は療養費などを送金している場合や

日常の起居を共にしていない親族が、勤務、修学

等の余暇には他の親族のもとで起居を共にしてい

る場合には、生計を一にするものとして取り扱わ

れます。

※２　 扶養親族のうち、昭和54年

１月２日から昭和61年１月１日までの間に生まれ

た人（年齢が16歳以上23歳未満の人）のことです。

※３　 扶養親族のうち、昭和７年

１月１日以前に生まれた人（年齢が70歳以上の

人）のことです。

※４　 老人扶養親族のうち、あなた

や配偶者の直系尊属で、あなたや配偶者との同居

を常としている人のことです。

※５　 特別障害者である扶養親

族で、あなたや配偶者、生計を一にする親族のど

なたかとの同居を常としている人のことです。

生計を一にするとは、

特定扶養親族とは、

老人扶養親族とは、

同居老親等とは、

同居特別障害者とは、

一般の扶養親族 73万円 38万円

特 定 扶 養 親 族 98万円 63万円

［申告書の書き方］

　申告書第二表の　「 ～ 配偶者（特別）控除・扶養控

除」　に、扶養親族の氏名、続柄、生年月日、控除額を、

　また、　「 扶養控除額の合計」　に控除額の合計額を書

いてください。

　申告書第一表の 　「扶養控

除」 　に、控除額の合計額を転記してください。

所得から差し引かれる金額

（15）　基礎控除

　申告書第一表の 　「基礎控

除」 　に を書いてください。

所得から差し引かれる金額

控除額38万円

（16）　所得から差し引かれる金額の合計

　申告書第一表の 　「合計」

　に、これまで申告書第一表の

の から に記載した金額の合計額を書いてくだ

さい。

所得から差し引かれる金額

所得から差し引かれる

金額

※２

※３
※４
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（1）　課税される所得金額

税
金
の
計
算

［課税される所得金額の計算］
　申告書第一表の 　「課税される所得金額
（ － ）又は第三表」 　に、申告書第一表の の金額
から の金額を差し引いた金額（1,000円未満の端数を
切り捨てた金額）を書いてください。
※　申告書第一表の の金額から の金額を差し引い
た金額が1,000円未満の場合（赤字の場合も含みま
す。）は、記入の必要はありません。

　
で計算

します。
　詳しくは、 （税務署
に用意しています。）を参照してください。
　また、 申告書第三
表（分離課税用）で計算しますので、記入の必要はあり
ません。

税金の計算

変動所得や臨時所得について平均課税を選択する方
は、　「変動所得・臨時所得の平均課税の計算書」　

「変動所得・臨時所得の説明書」

申告分離課税の所得がある方は、

（2）　課税される所得金額に対する税額
［課税される所得金額に対する税額の計算］
　申告書第一表の 　「課税される所得金額
（ － ）又は第三表」 　の金額に税率を乗じた金額
が、課税される所得金額に対する税額です。
　下の税額表を参照し、計算してください。
　ただし、 申告書第
三表（分離課税用）で計算します。
○平成13年分　

税金の計算

申告分離課税の所得がある方は、

所得税の税額表

課税される所得金額 Ａ（税率） Ｂ（控除額）

1,000円
～　3,299,000円

10％ 0円

3,300,000円
～　8,999,000円

20％ 330,000円

9,000,000円
～17,999,000円

30％ 1,230,000円

18,000,000円～ 37％ 2,490,000円

課税される
所 得 金 額
申告書第
一表の 円

課税される
所得金額に
対する税額

［申告書の書き方］
　申告書第一表の 　「上の に対する税額又
は第三表の 」 　に
を転記してください。
　 申告書第三表（分
離課税用）で計算した税額を書いてください。

税金の計算
課税される所得金額に対する税額

申告分離課税の所得がある方は、

（3）　配当控除

　総所得金額のうちに、内国法人（特定目的会社及
び証券投資法人を除きます。）　から支払いを受ける
配当（建設利息や基金利息、確定申告をしないこと
を選択した配当を除きます。）　や特定株式投資信託
及び私募証券投資信託等の収益の分配に係る配当所
得がある場合には、所定の金額が控除されます。

［控除額の計算］
　 計算します。控除額は、次のとおり

配 当 所 得 の 金 額
（申告書第一表の ） 円 Ａ

課税される所得金額
（申告書第一表の ）※ ,000円 Ｂ

※　 計算が異なる場
合があります。詳しくは、税務署（所得税担当）に
おたずねください。

申告分離課税の所得がある方は、

Ｂの金額が、1,000万円以下ですか？

Ａ×0.1 円
配当控除
の 額

いいえ は　い

Ｂ－1,000万円 円 Ｃ

Ａの金額がＣの金額以下ですか？

Ａ×0.05 円
配当控除
の 額

いいえ は　い

Ａ　－　Ｃ 円 Ｄ

Ｃ×0.05 円 Ｅ

Ｄ　×　0.1 円 Ｆ

Ｅ　＋　Ｆ 円
配当控除
の 額

　
で計算し

ます。
　詳しくは、

（税務署に用意しています。）を参照し
てください。
※　 公社債投資信託及び公
募公社債等運用投資信託以外の投資信託（特定株式
投資信託を除きます。）のうち、特定外貨建証券投資
信託と公募投資信託及び国外公募投資信託以外のも
のをいいます。

私募証券投資信託等の収益の分配がある方は、「私募
証券投資信託等に係る配当控除額の計算書」

「私募証券投資信託等に係る配当控除を受
けられる方へ」

私募証券投資信託等とは、

［申告書の書き方］
　申告書第一表の 　「配当控除」 　に

を転記してください。
税金の計算 配当控

除の額

（4）　「 」　欄
　

租税特別措
置法第10条から第10条の７に規定する税額控除の適用
を受ける方は、申告書第一表の の の左側
空欄に「投資・リース税額等」　と、　「区分」　の□に
「１」と書き、　 に控除額を書いてください。
　また、申告書第二表の「○　特例適用条文等」に該
当条文を書いてください。

事業を営む青色申告者の方で「試験研究費の額が増
加した場合等の所得税額の特別控除」など

税金の計算

×Ａ－Ｂ
（ ）
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［申告書の書き方］
　 申告書
第一表の 　「住宅借入金（取得）等特別控除」
　に

（計算明細書を作成する必要のない方は次の計算式）で
計算した住宅借入金（取得）等特別控除額を転記してく
ださい。
　また、申告書第二表　「○　特例適用条文等」に　「居
住開始年月日」を書いてください。
　
計算式

税金の計算
「住宅借入金（取得）等特別控除額の計算明細書」

住宅借入金（取得）等特別控除を受ける方は、

税
金
の
計
算

（5）　住宅借入金（取得）等特別控除

　一定の要件に当てはまる家屋の新築、購入又は増
改築等をして、平成８年１月から平成13年12月まで
の間にあなたが居住した場合（新築、購入又は増改
築等の日から６か月以内に居住した場合に限りま
す。）で、その家屋の新築、購入又は増改築等のため
の借入金等があるなど一定の要件を満たすときに控
除を受けられます。
　所得制限等により適用できない場合がありますの
で、詳しくは、

（税務署に用意しています。）を参照してくだ
さい。

「住宅借入金等特別控除を受けられる
方へ」

住宅借入金
等の年末残
高の合計額 円

ａ

居 住 開 始
年　　月　　日

平成 年 月 日

◎　居住開始が平成11年以後の方
　　 ×１％→（最高50万円）
◎　居住開始が平成10年以前の方
　　 が2,000万円以下のときは ×１％、 が2,000
万円を超えるときは ×0.5％＋10万円→（最高25万
円）
◎　居住開始が平成11年１月１日から同年３月31日ま
での方で経過措置の計算方法を選択した方、又は震
災被災者の再取得等の方
　　 が1,000万円以下のときは ×２％、 が1,000
万円を超え2,000万円以下のときは ×１％＋10万
円、 が2,000万円を超えるときは ×0.5％＋20万
円→（最高35万円）

ａ

ａ ａ ａ

ａ

ａ ａ ａ

ａ

ａ ａ

（6）　政党等寄付金特別控除

　特定の政治献金のうち政党や政治資金団体に対す
るものについて政党等寄付金特別控除を受けられま
す。
　なお、その政治献金について寄付金控除（21ペー
ジ参照）を受けた場合には、重ねてこの控除を受け
ることはできません。
　詳しくは、

（税務署に用意しています。）を参照してくだ
さい。

「政党等寄付金特別控除を受けられる
方へ」

［申告書の書き方］

　申告書第一表の 　「政党等寄付金特別控

除」 　に、　

の の金額を転記してください。

税金の計算

「政党等寄付金特別控除額の計算明細書」

（7）　差引所得税額

　 の　「上の に対する税額又は第三表の

」 　から　「配当控除」 、　「（投資・リース税額等

控除）」 、　「住宅借入金（取得）等特別控除」 、　「政

党等寄付金特別控除」 　を差し引いた金額です。

税金の計算

［申告書の書き方］

　差引所得税額が黒字の場合には、申告書第一表の

　「差引所得税額（ － － － － ）」 　に

そのままの金額を書いてください。

　差引所得税額が赤字の場合には、申告書第一表の

　「差引所得税額（ － － － － ）」 　に

「０」と書いてください。

税

金の計算

金の計算

税

（8）　災害減免額

　災害減免額は、平成13年分の合計所得金額（21ペ

ージ参照）が1,000万円以下の方が災害により住宅や

家財について損害を受け、その損害額（保険金、損

害賠償金などで補てんされる部分を除きます。）が、

住宅や家財の価額の２分の１以上の場合に税金の減

免を受けられます。

　なお、その損害について雑損控除（17ページ参照）

を受けた場合には、重ねてこの減免を受けることは

できません。

［控除額の計算］

　 計算します。災害減免額は、次のとおり

差 引 所 得 税 額
（申告書第一表の ） 円

Ａ

～5,000,000円
Ａの金額

　　　　　　円

5,000,001円
～7,500,000円

Ａ×0.5

　　　　　　円

災　害　減　免　額

7,500,001円
～10,000,000円

Ａ×0.25

　　　　　　円

合 計 所 得 金 額

［申告書の書き方］

　申告書第一表の 　「災害減免額、外国税額

控除」 ～ 　の災害減免額の文字を　　で囲み、

を転記してください　（外国税額控除がある場合

には、合計額を書いてください）。

税金の計算

災害

減免額
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税
金
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（9）　外国税額控除

　その年において納付する外国所得税がある場合な
どに控除されます。

［申告書の書き方］
　申告書第一表の 　「災害減免額、外国税額
控除」 ～ 　の外国税額控除の文字を　　で囲み、

の の金額を転記し
てください（災害減免額がある場合には、合計額を書
いてください。）。

税金の計算

「外国税額控除に関する明細書」

（10）　再差引所得税額

　 の　「差引所得税額　（ － － － －
）」 　から　「災害減免額、　外国税額控除」 ～

を差し引いた金額です。

税金の計算

［申告書の書き方］
　再差引所得税額が黒字の場合には、　申告書第一表の

　「再差引所得税額　（ － － ）」 　にそ
のままの金額を書いてください。
　再差引所得税額が赤字の場合には、　申告書第一表の

　「再差引所得税額　（ － － ）」 　に
「０」　と書いてください。
※　外国税額控除を受ける方で、　外国所得税の納付が
国外所得の発生した翌年となる場合には、　書き方が
異なることがあります。　詳しくは、　税務署　（所得税
担当）　におたずねください。

税金の計算

税金の計算

（11）　定率減税額

　「再差引所得税額　（ － － ）」 　からその20％
相当額　（最高25万円）　が控除されます。

［定率減税額の計算方法］
　 計算します。定率減税額は、次のとおり

再差引所得税額
（申告書第一表の�） 円

Ａ

Ａ×0.2
（赤字のときは０）

円
Ｂ

Ｂと25万円のいずれ
か少ない方の金額 円

定率減税額

［申告書の書き方］
　申告書第一表の 　「定率減税額」 　に

を転記してください。
　年末調整を受けた給与所得のある方も、「給与所得の
源泉徴収票」の「（摘要）」欄に記載されている「年調
定率控除額」　でなく、　上で求めた を転記し
てください。

税金の計算 定率

定率減税額

減税額

［申告書の書き方］
　申告書第二表の「○　所得の内訳（源泉徴収税額）」
に所得の種類、種目・所得の生ずる場所又は給与など
の支払者の氏名・名称、収入金額、源泉徴収税額を、
また、　「 源泉徴収税額の合計額」　に源泉徴収税額の
合計額を書いてください。
　同じ種類の所得が数多くあるため
を添付する場合には、　申告書第二表の　「○　所得の内
訳　（源泉徴収税額）」　には所得の種類ごとに源泉徴収
税額の合計額を書いてください。
　申告書第一表の 　「源泉徴収税額」 　に申
告書第二表の　「 源泉徴収税額の合計額」　を転記して
ください。

税金の計算

「所得の内訳書」

（13）　申告納税額

　 の　「再差引所得税額　（ － － ）」
　から　「定率減税額」 、　「源泉徴収税額」 　を控
除した金額です。

税金の計算

［申告書の書き方］
　申告納税額が黒字の場合には、申告書第一表の

　「申告納税額　（ － － ）」 　に100円未満の
端数を切り捨てた金額を書いてください。
　申告納税額が赤字の場合には、　申告書第一表の

　「申告納税額　（ － － ）」 　にそのまま金
額の頭部に△を付した金額を書いてください。

税金
の計算

税金
の計算

（14）　予定納税額

　前年に一定額の所得税があった方については、前
年の所得などを基にして計算した予定納税額を７月
と11月に納めていただくことになっています。
　なお、予定納税のある方は、税務署から通知して
あります。

［申告書の書き方］
　税務署から通知を受けた第１期分と第２期分の予定
納税額がある方は、実際に納めたかどうかにかかわら
ず、申告書第一表の 　「予定納税額（第１期
分・第２期分）」 　に、税務署から通知を受けた第１期
分と第２期分の合計額を書いてください。
　税務署から申告書用紙が送付されている方は、印字
されていますので、書いていただく必要はありません。

税金の計算

（15）　第３期分の税額

　 の　「申告納税額（ － － ）」 　から
「予定納税額」 　の金額を控除した金額です。
税金の計算

［申告書の書き方］
　第３期分の金額が黒字の場合には、申告書第一表の

　「第３期分の税額（ － ）・納める税金」
　に100円未満の端数を切り捨てた金額を書いてくだ

さい。
　第３期分の金額が赤字の場合には、申告書第一表の

　「第３期分の税額（ － ）・還付される税
金」 　にそのままの金額を書いてください。

税金の計算

税金の計算
（12）　源泉徴収税額

　源泉徴収された税額がある場合に控除します。
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そ
の
他

　（
申
告
書
第
一
表
）

　　　配偶者特別控除（23ページ参照）の適用を受け
る場合に配偶者の合計所得金額を書いてください。

　確定申告により所得税を納付する場合に、その所
得税額の２分の１以上を３月15日までに納付すれば、
残額については、５月31日まで延納が認められます。
　なお、 　（６ペー
ジ参照）。

延納期間中は利子税がかかります

延
納
の
届
出

還
付
さ
れ
る

　
税
金
の
受
取
場
所

　（1）　配偶者の合計所得金額

　　　青色事業専従者や白色事業専従者がある場合に、
青色申告決算書や収支内訳書から給与額又は控除
額を転記してください。

　（2）　専従者給与（控除）額の合計額

　　　青色申告決算書から、青色申告特別控除額を転
記してください。

　（3）　青色申告特別控除額

　　　源泉徴収された金額のうち、雑所得、一時所得
の金額に対するものがある場合にその合計額を書
いてください。

　（4）　雑所得・一時所得の源泉徴収税額の合計額

　　　還付申告の方で、支払者において未払いとなっ
ている収入金額に対する源泉徴収税額のうち、支
払者において納付していない源泉徴収税額を書き
ます。

　　　納付されていない源泉徴収税額については、実
際に納付された後、「源泉徴収税額の納付届出書」
（税務署に用意しています。）を提出して還付を受
けてください。

　（5）　未納付の源泉徴収税額

延 納 の 届 出

［延納届出額の計算］
　 計算します。延納届出額は、次のとおり

第３期分の税額・納める税金
（申告書第一表の ） 円

Ａ

Ａ×0.5以下の金額
（千円未満の端数切捨て）

　　　　　　,000円
Ｂ

Ａ－Ｂ
円

申告期限ま
でに納付す
る 金 額

［申告書の書き方］
　申告書第一表の 　「申告期限までに納付す
る金額」 　に上で求めた
を、　また、　「延納届出額」 　に を転記してくださ
い。

延納の届出
申告期限までに納付する金額

Ｂ

還 付 さ れ る 税 金 の 受 取 場 所

　　　申告書第一表の
に振込みを希望する銀行等の名称（当てはまる文
字を　　で囲んでください。）、口座番号を書いて
ください。

　　　また、預金種類欄には、該当する預金種類の下
に○印を点線に沿って書いてください。

　　　なお、預金口座は、あなたの名義の口座に限り
ます。

「還付される税金の受取場所」

（1）　銀行等の口座への振込みを希望する場合

　　　申告書第一表の
に、受取りを希望する郵便局名のみを書いてくだ
さい。

「還付される税金の受取場所」

（2）　郵便局の窓口での受取りを希望する場合

　　　通常貯金（振替預入契約をしているものに限り
ます。）への振込みを希望する場合には、申告書第
一表の に、受取り
を希望する郵便局名に併せて、その通常貯金の記
号番号を書いてください。

　　　なお、貯金口座はあなたの名義の口座に限りま
す。

「還付される税金の受取場所」

（3）　通常貯金への振込みを希望する場合

約　　　定

１　預貯金の支払手続きについては、当座勘定規定又は預貯

金規定にかかわらず、私が支払うべき当座小切手の振出又

は預貯金通帳及び預貯金払戻請求書の提出などいたしませ

ん。

２　指定預貯金残高が振替日において、納付書の金額に満た

ないときは、私に通知することなく納付書を返却されても

差し支えありません。

３　この口座振替契約は貴店（組合）が相当の事由により必要

と認めた場合には、私に通知されることなく解除されても

異議はありません。

４　この口座振替契約を解除する場合には、私から（納税貯蓄

組合長を経由して）指定した金融機関並びに税務署あて文

書により連絡します。

５　この取扱いについて、仮に紛議が生じても、貴店（組合）

の責によるものを除き、貴店（組合）には、迷惑をかけませ

ん。

　（6）　本年分で差し引く繰越損失額
　　　平成13年分の所得金額から差し引いた繰越金額
を書きます。

　　　なお、申告書第四表（損失申告用）を一緒に提出
する方は、この欄は書きません。

（「納付書送付依頼書・預貯金口座振替依頼書」裏面）

切　　り　　と　　り　　線

切
　
　り
　　
と
　　
り
　　
線
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　 下

の を手

引きから切り離した上、必要事項を記入し、預金通帳

に使用している印鑑を押して金融機関へ提出するか、

確定申告書と一緒に税務署へ提出してください。

　既に振替納税をご利用の方は提出の必要はありませ

ん。ただし転居等により、申告書の提出先の税務署が

変わった場合には、振替納税継続の手続きが必要とな

ります。

申告所得税の振替納税をご利用になる場合には、

「納付書送付依頼書・預貯金口座振替依頼書」

（記載欄の説明）

　宛て先欄

　　 を書いてくださ

い。

　氏名欄

　　所得税を を記入した上、印

鑑を押してください。

　対象税目欄

　　口座振替を利用する税目の□に してくださ

い。

　

　年月日欄

　　 を書いてください。

　金融機関名欄

　　ご利用になる を

書いてください。

　住所欄

　　 を書いてください。

　　なお、

住所欄の「（申告納税地）」欄に、申告書記載

の住所を書いてください。

　氏名欄

　　ご利用になる を書いてくだ

さい。

　金融機関お届け印欄

　　 を押してください。

　預金の種類・口座番号欄

　　銀行等をご利用の場合、預金通帳等を参考

に、 を書いてください。

　記号番号（新総合通帳）欄

　　郵便局をご利用の場合、ご利用の貯金通帳に

記載されている を書いてくださ

い。

　対象税目欄

　　口座振替を利用する税目の□に してくださ

い。

　

※　その他記載例を参考にしてください。

「納付書送付依頼書」

申告書の提出先の税務署名

納税する方の氏名

「預貯金口座振替依頼書」

ご利用申込日

金融機関の名称及び支店名等

あなたの住所

申告書に記入した住所と異なる場合に

預貯金口座の名義

金融機関にお届けの印鑑

預金種類、口座番号

通帳の記号番号

は、

振 替 納 税 の お 申 込 方 法

《記載例》

　振替納税は、全国の銀行、信用金庫、信用組合、農

協、漁協及び郵便局でご利用になれます。

　銀行等の場合には、普通預金、当座預金、納税準備

預金等が、また、郵便局の場合には、通常貯金がご利

用になれます。

※　定期預貯金及び貯蓄預金等ではご利用になれませ

ん。

切　　り　　と　　り　　線

切
　
　り
　　
と
　　
り
　　
線
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　それは、住民税や事業税の税額は、所得税の申告書

に記載された所得の金額その他の事項を基に、都道府

県や市区町村が税額を計算してそれぞれ納税者に通知

することになっているためです。

　ただし、次の事項については、

申告書

の当てはまる欄に必要な事項を書いてください。

　なお、所得税の確定申告書を提出する義務のない方

については、原則として住民税や事業税の申告書を提

出する必要がありますが、提出しなくてよい場合があ

りますので、詳しくは市区町村又は都道府県におたず

ねください。

所得税の確定申告書を提出した方は、改めて住民税

や事業税の申告書を提出する必要はありません。

所得税と住民税や事

業税とでは、その取扱いが異なっているため、

　　給与所得者が を、

給与から差し引くことを希望する場合には申告書第

二表の の□に を、

また、給与から差し引かないで別に納付することを

希望する場合には の□

に してください。

「給与から差引き」（特別徴収）

「自分で納付」（普通徴収）

給与以外の所得に対する住民税

（1）　給与所得以外の住民税の徴収方法の選択

　　控除対象配偶者・扶養親族のうち、

の氏名と住所を書いてください。

別居している

人

（2）　別居の控除対象配偶者・扶養親族の氏名・住所

　　青色申告者である事業主と生計をともにする配偶

者やその他の15歳以上の親族で、給与の支払いを受

けてその事業にもっぱら従事している方のうち、青

色事業専従者として届出をしていない方を、

　　これに該当する専従者がある場合には、その方の

氏名と給与の額を申告書第二表の当てはまる欄に書

いてください。

所得税

では配偶者控除や扶養控除の対象とした場合でも、

住民税と事業税では青色事業専従者とすることがで

きます。

（3）　所得税で控除対象配偶者などとした専従者

　イ　配当に関する住民税の特例

　　　次の計算をした金額を申告書第二表の当てはま

る欄に転記してください。

（4）　住民税

　※　住民税においては、所得税において確定申告を
しないことを選択できる少額配当所得について
は、課税されません。また、所得税で源泉分離課
税を選択した配当所得については、他の所得と総
合して課税されます。この場合、国外発行の株式
に係る配当所得については、外国所得税の額が控
除されます。

　
　ロ　非居住者の特例
　　　前年中の非居住者（国内に住所を有しない方等
のことです。）であった期間内に生じた国内源泉所
得の金額のうち所得税で源泉分離課税された金額
を申告書第二表の当てはまる欄に書いてくださ
い。

　イ　事業税は、事業の種類により税率等が異なり、
また、非課税の事業もあります。次の 及び に
該当する方は、申告書第二表の「非課税所得など」
欄に、該当する番号とその所得金額を書いてくだ
さい。

　　 　複数の事業を兼業している方で、そのうち次
に掲げる事業より生ずる所得がある場合

　　　１　畜産業（農業に付随して行うものを除きま
す。）から生ずる所得

　　　２　水産業（小規模な水産動植物の採捕の事業
を除きます。）から生ずる所得

　　　３　薪炭製造業から生ずる所得
　　　４　助産婦業から生ずる所得
　　　５　あんま、マッサージ又は指圧、はり、きゅ

う、柔道整復その他の医業に類する事業（両
眼の視力を喪失した者その他両眼の視力0.06
以下の者が行うものを除きます。　）　から生ず

（5）　事業税

確定申告した
配 当 所 得

円

Ａ

Ａのうち確定申
告しなくてもよ
い少額配当所得 円

Ｂ

所得税で源泉分
離課税を選択し
た 配 当 所 得 円

Ｃ

Ｃのうち国外発
行の株式の配当
所得に係る外国
所 得 税 の 額 円

Ｄ

Ａ－Ｂ＋Ｃ－Ｄ

円

配当に関す
る住民税の
特　　　例
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　　　る所得

　　６　装蹄師業から生ずる所得

　　　次に掲げる所得（非課税所得）がある場合

　　７　林業から生ずる所得

　　８　鉱物掘採（事）業から生ずる所得

　　９　社会保険診療報酬等に係る所得

　　10　外国での事業に係る所得（外国に有する事務

所等で生じた所得）

　　11　地方税法第72条に定める個人の行う事業

　　　 に該当しないものから生ずる所得

　

ロ　損益通算の特例適用前の不動産所得

　　事業税では、不動産所得の赤字の金額のうち

これに該当する

金額がある場合には、申告書第二表の「損益通算の

特例適用前の不動産所得」欄にその金額を書いてく

ださい。

　

ハ　技術等海外取引に係る所得の特別控除など

　　所得税で青色申告者に認められている

これに該当する金額がある場合には、

申告書第二表の「技術等海外取引に係る所得の特別

控除など」欄にその金額を書いてください。

　

ニ　不動産所得から差し引いた青色申告特別控除額

　　所得税で青色申告者に認められている

これに

該当する金額がある場合には、申告書第二表の「不

動産所得から差し引いた青色申告特別控除額」欄に

その金額を書いてください。

　

ホ　事業用資産の譲渡損失など

　　事業税が課税される事業に使っていた機械装置や

車両運搬具などの

　損失の生じた年（青色申告書を提出することが認め

られている場合に限ります。）の翌年以後連続して申

告を行う場合に限り、事業税でも

これに該当す

る損失がある場合には、申告書第二表の「事業用資

産の譲渡損失など」欄にその損失の金額を書いてく

ださい。

　　また、事業税が課税される事業の所得が赤字で、

そのうち

含まれているときは、損失の生じた年の後

の年分につき連続して申告を行う場合に限り、その

損失等の額は、

これに該当する損失が

（※）

土地

等を取得するために要した負債の利子の部分につい

ても、損益通算の対象となります。

「技術等海

外取引に係る所得の特別控除」は、事業税では認め

られません。

「青色申告

特別控除」は、事業税では認められません。

事業用資産（土地、構築物、建物、

無形固定資産を除きます。　）　をその事業に使わなく

なってから１年以内に譲渡した場合の譲渡損失は、

翌年以後３年間に

繰り越して控除することができます。

災害により生じた棚卸資産や事業用資産等

の損失が

事業税でも翌年以後３年間繰り越し

て控除することができます。

ある場合には、申告書第二表の「事業用資産の譲渡

損失など」欄にその損失の金額を書いてください。

　

ヘ　前年中の開（廃）業

　　 申

告書第二表の「前年中の開（廃）業」欄の開始、廃止

の該当する文字を　　で囲み、その月日を書いてく

ださい。

　

ト　他都道府県の事務所等

　　事業税では、

また、複数の都道府県に事務所がある場

合には、所得金額をその事務所等の従業者数であん

分して課税されます。他の都道府県に事務所又は事

業所がある場合には、申告書第二表の「他都道府県

の事務所等」　欄の□に してください。

　

　お分かりにならない点がありましたら、各県税事務

所におたずねください。なお、各県税事務所等からも

事業税の課税に関して必要な事項（複数の都道府県の

事務所等がある場合の所在地・各月の末日現在の従業

者数など）をおたずねすることがあります。

　

　○物品販売業　　○問屋業　　　　○弁護士業

　○保険業　　　　○両替業　　　　○司法書士業

　○金銭貸付業　　○公衆浴場業　　○行政書士業

　○物品貸付業　　○演劇興行業　　○公証人業

　○不動産貸付業　○遊技場業　　　○弁理士業

　○製造業　　　　○遊覧所業　　　○税理士業

　○電気供給業　　○商品取引業　　○公認会計士業

　○土石採取業　　○不動産売買業　○計理士業

　○電気通信事業　○広告業　　　　○

　○運送業　　　　○興信所業　　　○

　○運送取扱業　　○案内業　　　　○設計監督者業

　○ 　○冠婚葬祭業　　○不動産鑑定業

　○倉庫業　　　　○畜産業　　　　○デザイン業

　○駐車場業　　　○水産業　　　　○諸芸師匠業

　○請負業　　　　○薪炭製造業　　○理容業

　○印刷業　　　　○医業　　　　　○美容業

　○出版業　　　　○歯科医業　　　○

　○写真業　　　　○薬剤師業　　　○歯科衛生士業

　○席貸業　　　　○助産婦業　　　○歯科技工士業

　○旅館業　　　　○ ○測量士業

　○料理店業　　　　 ○

　○飲食店業　　　　 ○海事代理士業

　○周旋業　　　　　 　○印刷製版業

　○代理業　　　　○獣医業

　○仲立業　　　　○装蹄師業

平成13年の中途で開業又は廃業した場合には、

事業所等が所在する都道府県により

課税され、

（※　地方税法第72条に定められている事業）

社会保険労務士業

コンサルタント業

船舶ていけい場業

クリーニング業

あんま、マッサージ、

指圧、はり、きゅう、 土地家屋調査士業

柔道整復その他の医

業に類する事業


